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（単位　千円）

(A)

―

(B)

％

98.7

99.0

96.9

△ 11,288,667

△ 2,430,486

△ 381,878

841,186,960

243,425,080

12,423,767

（B）

829,898,293

240,994,594

12,041,889

特 別 会 計

企 業 特 別 会 計

(A)　―　(B)

１　平成25年度当初予算総括

一 般 会 計

会 計 別

平成24年度

当初予算額

比　　　　　較

平成25年度

当初予算額

（A）
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２　平成25年度一般会計予算  

（単位　千円）

（歳　入）

（歳　出）

　目 的 別

　性 質 別

255,965,553

30.8%

13,581,928

1.6%
140,342,569

16.9%

134,434,474

16.2%

285,573,769

34.5%
歳歳歳歳 出出出出

829,898,293829,898,293829,898,293829,898,293

100.0%100.0%100.0%100.0%

人人人人 件件件件 費費費費

公公公公 債債債債 費費費費
投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費

扶扶扶扶 助助助助 費費費費

その他行政費その他行政費その他行政費その他行政費

195,886,258

23.6%

140,883,080

17.0%

108,944,995

13.1%

98,999,710

11.9%

78,882,593

9.5%

54,294,750

6.6%

42,549,063

5.1%

38,518,194

4.7%

35,024,977

4.2%

24,199,951

2.9%

11,714,722

1.4%

歳歳歳歳 出出出出

829,898,293829,898,293829,898,293829,898,293

100.0%100.0%100.0%100.0%

教教教教 育育育育 費費費費

土土土土 木木木木 費費費費

公債費公債費公債費公債費

民民民民 生生生生 費費費費

商商商商 工工工工 費費費費

農林水産業費農林水産業費農林水産業費農林水産業費

諸諸諸諸 支支支支 出出出出 金金金金

警警警警 察察察察 費費費費

総総総総 務務務務 費費費費

衛衛衛衛 生生生生 費費費費

その他その他その他その他

212,369,000

25.6%

191,214,669

23.0%

125,129,000

15.1%

90,929,871

11.0%

81,711,576

9.8%

45,508,000

5.5%

34,114,937

4.1%

31,428,001

3.8%

11,982,890

1.4%

5,510,349

0.7%

歳歳歳歳 入入入入

829,898,293829,898,293829,898,293829,898,293

100.0%100.0%100.0%100.0%

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税

県 税県 税県 税県 税

国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金

県 債県 債県 債県 債

諸 収 入諸 収 入諸 収 入諸 収 入

地方消費税清算金地方消費税清算金地方消費税清算金地方消費税清算金

繰 入 金繰 入 金繰 入 金繰 入 金

使用料及び手数料使用料及び手数料使用料及び手数料使用料及び手数料地方譲与税地方譲与税地方譲与税地方譲与税

その他その他その他その他
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　　（１）　　歳　 入

（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)

―

(B)

％ ％ ％

1 県 税 23.0 22.4 101.3

2

地 方 消 費 税

清 算 金

5.5 5.4 100.7

3 地 方 譲 与 税 3.8 3.7 101.6

4

地 方 特 例

交 付 金

0.1 0.1 98.4

5 地 方 交 付 税 25.6 26.5 95.4

6

交通安全対策

特 別 交 付 金

0.1 0.1 99.4

7

分 担 金 及 び

負 担 金

0.3 0.3 86.4

8

使 用 料 及 び

手 数 料

1.4 1.5 98.1

9 国 庫 支 出 金 11.0 11.1 97.3

10 財 産 収 入 0.2 0.2 103.2

11 寄 付 金 0.0 0.0 88.7

12 繰 入 金 4.1 3.8 107.7

13 繰 越 金 0.0 0.0 100.0

14 諸 収 入 9.8 9.7 99.3

15 県 債 15.1 15.2 97.6

100.0 100.0 98.7

△ 6,608

2,441,433

0

△ 553,001

58,295

31,673,504

△ 10,190,000

△ 5,000

△ 316,676

△ 234,677

△ 2,551,924

60,054

2,371,732

295,000

492,000

△ 11,000

128,209,000

841,186,960

222,559,000

849,000

2,325,757

12,217,567

93,481,795

1,880,526

1

82,264,577

188,842,937

45,213,000

30,936,001

676,000

51,687

34,114,937

1

81,711,576

125,129,000

829,898,293

212,369,000

844,000

2,009,081

11,982,890

90,929,871

1,940,580

191,214,669

45,508,000

31,428,001

665,000

平成24年度

当初予算額

平成25年度

当初予算額

（A）

構

成

比

(A)　―　(B)

比　　　　　較

合　　　　計

構

成

比

（B）

△ 3,080,000

△ 11,288,667
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　　（２）　　歳　出（目的別）

（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)

―

(B)

％ ％ ％

1 議 会 費 0.2 0.2 97.2

4.2 4.1 100.6

3 民 生 費 13.1 12.9 100.3

4 衛 生 費 2.9 3.0 97.0

5 労 働 費 0.5 0.5 97.0

0.3 0.3 108.3

7 農林水産業費 4.7 4.8 96.0

8 商 工 費 9.5 9.4 100.0

9 土 木 費 11.9 12.2 96.8

10 警 察 費 5.1 5.3 95.2

11 教 育 費 23.6 23.5 99.1

12 災 害 復 旧 費 0.4 0.6 61.3

13 公 債 費 17.0 16.8 99.5

14 諸 支 出 金 6.6 6.4 100.9

15 予 備 費 0.0 0.0 100.0

100.0 100.0 98.7

0

△ 11,288,667

54,294,750

377,926

△ 739,947

841,186,960

100,000

53,825,823

100,000

829,898,293

△ 694,941

△ 126,706

207,049

△ 1,588,697

△ 18,166

4,247,636

2,485,045

40,106,891

1,490,054

34,810,783

108,567,069

24,939,898

78,900,759

98,999,710

108,944,995

24,199,951

4,120,930

2,692,094

42,549,063

195,886,258

3,352,936

140,883,080

102,296,949

44,695,257

197,675,099

5,467,676

141,578,021

38,518,194

78,882,593

1,448,762

35,024,9772 総 務 費

環 境 費6

合　　　　計

比　　　　　較

（A） （B）

平成25年度

当初予算額

構

成

比

平成24年度

当初予算額

構

成

比

468,927

(A)　―　(B)

△ 2,146,194

△ 1,788,841

△ 2,114,740

△ 3,297,239

△ 41,292

214,194
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　　（３）　歳　出（性質別）

（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)

―

(B)

％ ％ ％

30.8 30.7 99.1

1.6 1.6 101.6

16.9 16.8 99.6

16.2 16.8 94.9

一般公共事業費 8.2 8.7 92.8

災害公共事業費 0.4 0.6 61.2

一般単独事業費 6.1 5.9 101.2

災害単独事業費 0.0 0.0 70.8

直轄事業負担金 1.5 1.5 97.2

34.5 34.1 99.6

100.0 100.0 98.7829,898,293

286,852,583

841,186,960

50,422,408

285,573,769

13,033,867

48,842

49,840,031

68,963

△ 11,288,667

582,377

△ 20,121

△ 359,827

△ 1,278,814

△ 7,198,794

△ 5,306,604

△ 2,094,619

140,342,569

141,633,268

73,291,694

5,398,713

12,674,040

255,965,553

13,581,928

△ 2,414,687

△ 611,720

134,434,474

67,985,090

3,304,094

258,380,240

13,366,580

140,954,289

平成25年度

当初予算額

215,348

（A） （B）

扶 助 費

合　　　　計

人 件 費

そ の 他 行 政 費

投 資 的 経 費

公 債 費

構

成

比

平成24年度

当初予算額

構

成

比

比　　　　　較

(A)　―　(B)
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３　平成25年度特別会計予算  

（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)

―

(B)

％

公 債 費 99.0

市 町 村 振 興 資 金

貸 付 金

96.4

母 子 寡 婦 福 祉

資 金 貸 付 金

144.1

心 身 障 害 者 扶 養

共 済 事 業 費

97.8

地 方 独 立 行 政 法 人

長野県立病院機構施設

整 備 等 資 金 貸 付 金

107.7

流域下水道事業費 96.6

小 規 模 企 業 者 等

設 備 導 入 資 金

55.7

農 業 改 良 資 金 86.9

漁 業 改 善 資 金 96.7

県 営 林 経 営 費 140.6

林 業 改 善 資 金 72.8

高 等 学 校 等 奨 学

資 金 貸 付 金

92.5

99.0

△ 19,430

△ 2,430,486

△ 411,505

△ 374,186

△ 38,895

△ 240

160,916

△ 39,768

7,203

396,480

146,068

258,062

243,425,080

△ 2,268,637

△ 21,020

225,810

△ 10,097

366,566

240,994,594

470,339

257,414

6,963

557,396

223,065,295

581,313

511,963

467,212

4,789,640

(A)　―　（B）

比　　　　　較

106,300

238,632

5,156,206

12,061,010

844,525

296,309

合　　　　計

（B）

平成24年度

当初予算額

平成25年度

当初予算額

（A）

220,796,658

560,293

737,773

457,115

11,649,505
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４　平成25年度企業特別会計予算  

（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)

―

(B)

％

99.2

95.8

96.912,423,767

△ 31,056

△ 350,822

△ 381,878

比　　　　　較

平成24年度

当初予算額

(A)　―　(B)

8,413,509

合　　　　計

（B）

平成25年度

当初予算額

（A）

3,979,202

8,062,687

12,041,889

電 気 事 業

水 道 事 業

4,010,258
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部　局　名 ： 危機管理部

（千円）

長野県合同災害支援チーム 1,928

体制整備事業費

危機管理防災課 ・装備品の整備（通信機器、活動用備品）

 FAX 026-233-4332 [ 0 ]

 E-mail bosai@pref.nagano.lg.jp

地震対策強化（被害想定 30,677

策定）事業費

債務負担行為

（ 42,185 ）

危機管理防災課

 FAX 026-233-4332 [ 0 ] ＊県・市町村の地域防災計画への反映（H29）

 E-mail bosai@pref.nagano.lg.jp

原子力災害対策推進事業費 1,917

消防課

 FAX 026-233-4332

 E-mail shobo@pref.nagano.lg.jp ・原子力災害対策作業部会の開催

危機管理防災課 [ 313 ] ・原子力防災講座の実施

 E-mail bosai@pref.nagano.lg.jp 新 ・消防学校放射線対応訓練の実施、資機材の整備

防災行政無線設備更新 515,778

事業費

債務負担行為

（ 380,361 ）

消防課

 FAX 026-233-4332 [ 10,437 ] ＊更新箇所数：県庁局１か所

 E-mail shobo@pref.nagano.lg.jp

消防団充実強化支援事業費 5,746

消防課

 FAX 026-233-4332 [ 5,746 ] ＊消防団協力事業所表示制度の認定事業所数

 E-mail shobo@pref.nagano.lg.jp 　 ：1,027事業所（H23）→1,180事業所（H25）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

　 災害時に安定した通信手段を確保するため、地

域衛星通信ネットワークを利用した衛星系無線通信

装置を更新します。

　県外における大規模災害発生時に県と市町村に

よる合同チームを派遣し、迅速かつ的確な支援を行

うため、必要な装備品の整備を行います。

５　平成25年度主要事業一覧５　平成25年度主要事業一覧５　平成25年度主要事業一覧５　平成25年度主要事業一覧

事　業　名

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

　消防団協力事業所に対する顕彰制度の創設な

ど、地域防災の要である消防団の充実強化を支援

するとともに、消防団の魅力を発信します。

　 震災対策の基礎となる地震被害想定を見直し、最

新のデータを活用した、新たな地震被害想定を策定

します。

　 原発事故対策の具体化、市町村における地域防

災計画策定等の支援を進めるとともに、実動的な対

応に当たる消防士の知識・技術の向上を図るため、

資機材の整備を行います。

・消防ポンプ操法等県大会の開催、地区大会への

　支援

新

新

8 （危機管理部－1）



（千円）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]事　業　名

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

特別豪雪地帯住宅除雪支援 6,272

事業費

・対象地域：特別豪雪地帯市町村（10市町村）

拡

拡

危機管理防災課

 FAX 026-233-4332 [ 4,862 ]

 E-mail bosai@pref.nagano.lg.jp ＊雪害による倒壊家屋数：0件

　 屋根雪を除雪できない高齢者等の世帯に、雪害

救助員を派遣する市町村に対して補助します。

・補助基準単価の改定

  11,000円/日　→　13,000円/日

・補助対象作業範囲の拡充

・機械除雪、生活道路までの除雪を追加

9 （危機管理部－2）



企　画　部

※【　】は長野県総合５か年計画のプロジェクト関連事業

協働の機会創出事業費 3,145

県民協働・ＮＰＯ課

  FAX　026-235-7258 [ 0 ] ＊公共的活動に参加している県民の割合

  E-mail　kyodo-npo@pref.nagano.lg.jp  　 ：36.6%(H24)→39.3%(H25)

人権啓発推進事業費 25,744

人権・男女共同参画課

  FAX　026-235-7389 [ 20,435 ]   ＊人権侵犯事件新規受理件数

  E-mail　jinken-danjo@pref.nagano.lg.jp

男女共同参画社会づくり 15,609

推進事業費

＊

：31%（H24)→40%(H25)

＊

＊

人権・男女共同参画課 高等学校：6.2%(H24)→6.4％（H25）

  FAX　026-235-7389 [ 15,333 ] ＊

  E-mail　jinken-danjo@pref.nagano.lg.jp

消費生活安定向上事業費 29,074

生活文化課消費生活室

 FAX 026-223-6771 [ 84,539 ]

 E-mail shohi@pref.nagano.lg.jp

事　　　　業　　　　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

（＊は各事業の成果目標）

　県民との協働によって一層質の高いサービスの提

供や地域課題の解決を図るため、日常的に協働相

談やＮＰＯ、企業等と県との協働のコーディネートを

行う窓口を新たに設置し、情報交換・発信から協働

の体制づくりまでを一元的に支援します。

【活動人口増加】

公立学校の女性校長・教頭の割合

県の審議会等での女性委員の割合

 ・協働コーディネートデスク（仮称）の設置

平成22年２月に策定した「長野県人権政策推進基

本方針」に基づき、様々な機会を通じて県民の人権

意識の高揚を図り、人権が尊重される社会づくりを

推進します。

 ・人権に関する研修会・学習会の実施及び支援

 ・多様な啓発活動の実施

 ・人権啓発センターにおける展示内容の見直し

　　：現状以下（H23：436件)

割合：9.1%(H22)→10%(H25)

第３次長野県男女共同参画計画(平成23年度～平

成27年度)に基づき、県民の男女共同参画に対する

意識の高揚や基盤づくりを図り、男女共同参画社会

づくりを推進します。

 ・男女共同参画推進啓発イベントの開催

 ・男女共同参画に関する講座等の実施及び支援

 ・男女共同参画センターによる研修、情報提供、

　 相談等の実施

　新たに消費生活基本計画（仮称）を策定し、消費

者施策について、より計画的・効果的な展開を図り

ます。

　また、消費者の自立に向けた啓発の推進や市町

村の相談体制の強化支援などに取り組みます。

 ・消費生活基本計画（仮称）の策定

 ・多様な団体等と連携した啓発の推進

 ・市町村相談窓口の充実・強化への支援

（一部　消費者行政活性化基金活用事業）

県職員の係長以上に占める女性の割合

：9.4%(H24)→12%（H28)

小・中学校：12.7%(H24)→13.2%(H25)

＊市町村消費生活センターの人口カバー率

　　：45.7%(H24)→48.2%(H25)

民間企業の課長相当職以上に占める女性の

新

新

10 （企画部－1）



事　　　　業　　　　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

（＊は各事業の成果目標）

301,097

交通政策課新幹線・在来線企画室

  FAX　026-235-7396 [ 0 ]

  E-mail　tetsudo@pref.nagano.lg.jp

1,051

交通政策課リニア推進振興室

  FAX　026-235-7396 [ 0 ]

  E-mail　linear-shin@pref.nagano.lg.jp

19,200

交通政策課

  FAX　026-235-7396 [ 19,200 ]

  E-mail　kotsu@pref.nagano.lg.jp

122,736

交通政策課新幹線・在来線企画室 ＊県内鉄道営業キロ数の維持：750.2km（H25）

  FAX　026-235-7396 [ 77,712 ]

  E-mail　tetsudo@pref.nagano.lg.jp

137,633

１　運行欠損費への助成

交通政策課 ２　購入車両の減価償却費等への助成

  FAX　026-235-7396 [ 108,932 ]

  E-mail　kotsu@pref.nagano.lg.jp

　　・事業主体　しなの鉄道㈱

　地域の公共交通機関の基幹として大きな役割を担

う地域鉄道の維持を図るため、地域における協議会

の承認を経た計画に基づき地域鉄道事業者が行う

安全輸送維持のための設備整備に対して助成しま

す。

　　・補助率　　　1/2以内

　信州まつもと空港を発着する定期便の広報宣伝や

誘客キャンペーンの実施、チャーター便の誘致等、

関係機関が一体となった利用促進を図ります。

リニア活用基本構想(仮称)

策定事業費

　　・補助率 　　定額

長野以北並行在来線開業

準備事業費

信州まつもと空港活性化

事業費

＊地域間幹線バス路線数の維持：32系統（H25)

　リニア中央新幹線の整備効果を地域振興策に結

びつけるため、地域関係者や有識者等からご意見

を伺いながら、「リニア活用基本構想(仮称)」を策定

します。

　広域的、幹線的バス路線の確保維持を図るため、

地域における協議会の協議を経た計画に基づき運

行されるバス路線に対して助成します。

    ・信州まつもと空港利用促進協議会負担金

　　・事業主体　乗合バス事業者

＊定期便全体の年間利用率

　基本構想の内容

　　・リニア開業後の長野県の姿を描く

　　・リニア時代の地域振興をデザインする

　　・広域交流の将来像を探る

※この他、平成24年度2月補正予算（経済対策分）

 　に166,998千円を計上しています。

　　・補助率 　　1/6以内

　長野以北並行在来線の安定的な経営を確保する

ため、経営を引き受けるしなの鉄道㈱が、「長野以

北並行在来線経営基本計画」に基づいて実施する

初期設備投資等に対して助成します。

地域鉄道安全性向上支援

事業費

　　：64.5%（H23）→70％（H25)

　　・事業主体　地域鉄道事業者

地域間幹線バス路線確保

維持事業費

新

11 （企画部－2）



事　　　　業　　　　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

（＊は各事業の成果目標）

4,900

１　地域交通再構築ガイドラインの作成

２　地域交通再構築促進セミナーの開催

３　地域交通再構築促進モデル地域への助成

交通政策課

  FAX　026-235-7396 [ 0 ]

  E-mail　kotsu@pref.nagano.lg.jp

産学官協働人財育成円卓会議 470

事業費

【教育再生】

企画課

  FAX　026-235-7471 [ 0 ]

  E-mail　kikaku@pref.nagano.lg.jp ＊アクションプランの作成

ながの出会い応援プロジェクト 11,012

事業費

【活動人口増加】

企画課

  FAX　026-235-7471 [ 0 ]

  E-mail　kikaku@pref.nagano.lg.jp

子どもを性被害等から守る 1,660

専門委員会事業費

次世代サポート課

  FAX　026-234-6579 [ 0 ]

  E-mail　jisedai@pref.nagano.lg.jp

2,500

【雇用・社会参加促進】

次世代サポート課

  FAX　026-234-6579 [ 1,268 ]

  E-mail　jisedai@pref.nagano.lg.jp

＊15～49歳の男女について県の推計値を上回る

　 婚姻者数（初婚）

     (推計値(H25)　男性7,748人、女性8,009人)

　　・補助率 　　1/2以内

子ども・若者支援地域協議会

事業費

　若年無業者、ひきこもり等の社会生活に困難を有

する子ども・若者が、社会的自立に向けた支援を地

域におけるＮＰＯ等の支援団体・機関から円滑に受

けることができるよう、東信地区において子ども・若

者育成支援推進法に基づく、子ども・若者支援地域

協議会を運営します。

＊支援実施者数：3人(H24)→36人(H25)

　子どもを性被害等から守る効果的な防止策を検

討するため、有識者による委員会を設置、開催し

ます。

地域交通システム再構築

促進プロジェクト事業費

  ・婚活セミナーの開催

  ・出会いサポーター（仮称）制度の創設

　地域の実情に即した交通サービスの導入等を促

進することにより、持続可能な地域交通システムへ

の再構築を図ります。

　　・事業主体　市町村等

（一部　雇用基金活用事業）

＊交通システムの見直し地域：2地域（H25)

  ・出会い応援ポータルサイトの構築・運用

  ・ながの結婚・子育て応援宣言（仮称）

　地域で必要な人材の育成のあり方を、高等教育機

関、産業界、行政が一体となって検討し、具体的な

方策としてアクションプランを作成します。

　未婚者の増加が少子化の最大の要因になってい

るため、結婚を希望する者の出会いの機会を拡大

することなどにより、少子化傾向の改善を図ります。

  ・長野県産学官協働人財育成円卓会議(仮称)

　　の開催

新

新

新

新
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事　　　　業　　　　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

（＊は各事業の成果目標）

4,000

【雇用・社会参加促進】

＊支援実施者数(H25)

次世代サポート課

  FAX　026-234-6579 [ 0 ]

  E-mail　jisedai@pref.nagano.lg.jp

161

【教育再生】

次世代サポート課

  FAX　026-234-6579 [ 1,170 ]

  E-mail　jisedai@pref.nagano.lg.jp ＊誘致数：1校(H25)

通学合宿普及事業費 593

【教育再生】

次世代サポート課

  FAX　026-234-6579 [ 0 ] ＊実施市町村数：13市町村(H24)→17市町村(H25)

  E-mail　jisedai@pref.nagano.lg.jp ＊参加児童数：450人(H24)→530人(H25)

「 アート・リゾート信州」構築 52,373

事業費

【農山村産業クラスター形成】

【誇りある暮らし実現】

生活文化課

  FAX　026-234-6579 [ 50,000 ]

  E-mail　seibun@pref.nagano.lg.jp 　　：83,615人（直近10年平均）→85,000人(H25)

発達支援を専門的に行う

学びの場づくり検討事業費

＊サイトウ・キネン・フェスティバル鑑賞者数

　優れた文化芸術の鑑賞機会や発表の機会を広く

県民に提供し、心豊かな暮らしを実現すると同時

に、アートで彩られ多くの人が訪れる場を創出しま

す。

・若手芸術家等の新たな活動の場の創出

・2013サイトウ・キネン・フェスティバル松本の共催

＊参画アーティスト数：10組(H25)

　子どもたちの自立心やコミュニケーション能力を育

むため、運営マニュアルの作成や先進事例の紹介

により通学合宿の県下全域での実践につなげます。

　　・訪問相談：4人

　　・出口戦略を持った居場所の提供：7人

＊参加者数(H25)

　　・宿泊を伴う研修：4人

　　・人材養成講習会：15人

（一部　雇用基金活用事業）

　若年無業者、ひきこもり等の社会生活に困難を有

する子ども・若者に対し、アウトリーチ（訪問相談）、

出口戦略を持った居場所の提供、宿泊を伴う研修を

実施する支援団体に助成するとともに、支援団体の

人材養成講習会を開催します。

　発達障害の指導・普及に対応した先進的な教育

内容やノウハウを持ち、発達障害教育の充実に資す

る学びの場づくりについて検討します。

困難を有する子ども・若者

の社会的自立支援事業費

新

新

新

新
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総　務　部

※【　】は長野県総合５か年計画のプロジェクト関連事業

（千円）

私立学校教育振興費補助金 5,888,365 　私学教育の振興と保護者負担の軽減を図るため、

学校法人が設置する私立学校の経常経費に対して

助成します。

・補助率　定額

　　私立高等学校（全日制） 3,094,635千円

　　私立高等学校（通信制） 30,043千円

　　私立中等教育学校 98,152千円

　　私立中学校 289,577千円

　　私立小学校 148,116千円

　　私立幼稚園 2,170,568千円

　　私立専修学校 54,838千円

情報公開・私学課 　　私立外国人学校 2,436千円

 FAX 026-235-7370 [ 5,769,623 ]

kokai@pref.nagano.lg.jp 　　＊私立高校全日制定員充足率：

90％程度（H20～24平均）→90％以上（H25）

私立高等学校授業料等軽減

事業補助金 104,108

情報公開・私学課

 FAX 026-235-7370 [ 89,932 ]

kokai@pref.nagano.lg.jp

新県立４年制大学設立準備 4,425

事業費

【教育再生】

情報公開・私学課県立大学設立準備室

FAX 026-235-7370 [ 6,579 ]

daigaku@pref.nagano.lg.jp

地方事務所長総合調整 5,000

推進費

市町村課

 FAX 026-232-2557 [ 5,000 ]

shichoson@pref.nagano.lg.jp

　私立高等学校に在籍する生徒の保護者負担の軽

減を図るため、学校法人が生徒の授業料又は入学金

を軽減した場合に、当該軽減額に対して助成します。

　（一部　高校生修学支援基金活用事業）

　　＊授業料滞納率：0.4％（H19～23平均）

　　　　　　　　　　　　　→0.4％以下（H25）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

　地方事務所が地域における県行政の総合調整機

能を最大限に発揮し、地域の活性化に向けた取組を

迅速かつ柔軟に実施します。

　*地域課題の解決に向けた事業件数：

　　　１所１事業以上（H24）→１所１事業以上（H25）

　長野県の高等教育の一層の充実と地域に貢献でき

る人材の育成を目的として、県短期大学を改組し新

たな県立４年制大学を開設するため、大学設置に向

けた準備を行います。

14 （総務部－1）



（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

市町村合併特例交付金 770,000

交付対象市町村

長野市、松本市、上田市、飯田市、伊那市、中野市、

大町市、塩尻市、佐久市、千曲市、東御市、安曇野市、

佐久穂町、長和町、阿智村、木曽町、筑北村、飯綱町

市町村課

 FAX 026-232-2557 [ 770,000 ] 　*合併市町村への交付金交付：18市町村（H24）

shichoson@pref.nagano.lg.jp  →18市町村（H25)

栄村復興基金事業費 500,000

【誇りある暮らし実現】

市町村課

 FAX 026-232-2557 [ 0 ]

shichoson@pref.nagano.lg.jp

集落〝再熱〟実施モデル 4,000

地区支援事業費

【誇りある暮らし実現】

市町村課

 FAX 026-232-2557 [ 0 ]

shichoson@pref.nagano.lg.jp

地域発　元気づくり支援金 850,000

【活動人口増加】

市町村課

 FAX 026-232-2557 [ 1,000,000 ]

shichoson@pref.nagano.lg.jp

参議院議員通常選挙費 1,249,451

市町村課

 FAX 026-232-2557 [ 0 ]

shichoson@pref.nagano.lg.jp

　市町村が主役の元気な長野県づくりを進めるため、

市町村や公共的団体が住民とともに、自らの知恵と工

夫により自主的、主体的に取り組むモデル的で発展

性のある事業に対して、支援金を交付します。

　*事業主体別採択金額割合の市町村構成比：

　　　21.1％（H24）→21.1％以上（H25）

　栄村が震災からの早期復興を目指し策定した「栄村

震災復興計画」に基づき実施する事業に対し、当面

必要と見込まれる額を交付金として一括交付すること

により、復興事業の計画的かつ柔軟で迅速な執行を

支援します。

　「信州の宝」である美しい農山村を守るため、市町村

と住民が一体となって行う、地域（集落）の存続に向け

た取組を総合的に支援します。

・事業主体　市町村（４地区）

・補助率　　 定額

・事業内容　ビジョン策定（1年間（最大２年間））

　　　　　　　 具体化・着手（ビジョン策定後１年間）

　*ビジョン策定に向けた取組開始地区数：４地区

                                                           （H25）

　合併市町村の均衡あるまちづくりを支援するため、

合併に伴い生じた地域格差等の行政課題を解消す

るための事業に対し、交付金を交付します。

　平成25年7月28日任期満了に伴う参議院議員通常

選挙において、選挙公報の発行や選挙啓発等を行う

とともに、候補者への選挙公営費や市町村への選挙

執行経費を交付します。

新
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

行政機構審議会運営事業費 2,643

行政改革課 [ 0 ]

 FAX 026-235-7030

gyokaku@pref.nagano.lg.jp

639

行政改革課

 FAX 026-235-7030 [ 0 ]

gyokaku@pref.nagano.lg.jp

2,667

行政改革課

 FAX 026-235-7030 [ 0 ]

gyokaku@pref.nagano.lg.jp

　指定管理者制度導入施設の管理運営状況につい

て第三者による評価を行い、指摘、意見を公表すると

ともに、施設の管理運営に活かします。

指定管理者制度導入施設

第三者評価実施事業費

　新たな総合５か年計画の施策に沿った取組を具体

的に進めるに当たり、県の組織や業務など行政運営

のあり方や方向性について、専門的な見地から審議・

調査を行います。

　新たな総合５か年計画の施策に沿った取組を進め、

将来に向けた改善を図るため、県民と協働で事業の

点検を実施します。

県民協働による事業改善制

度運営事業費

新

新
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 健康福祉部

※【　】は長野県総合５か年計画のプロジェクト関連事業

（千円）

健康増進対策総合推進 5,491

事業費

【健康づくり・医療充実】 ・

・ 運動習慣定着促進事業

・

健康長寿課

 FAX 026-235-7170 [ 3,428 ]   ＊

 E-mail kenko-choju@pref.nagano.lg.jp

12,919

【健康づくり・医療充実】

・ 歯科保健推進県民会議の開催

・ 県民よい歯のコンクールの開催

・ 在宅歯科医療連携室の運営

・ フッ化物応用の推進

・

・

健康長寿課   ＊ むし歯のない1.6歳児、３歳児の割合：

 FAX 026-235-7170 [ 11,130 ] 1.6歳児：97.4%(H23)→同レベル以上

 E-mail kenko-choju@pref.nagano.lg.jp ３歳児：80.1%(H23)→同レベル以上

1,723

【健康づくり・医療充実】

・ 健康長寿ながの　県民減塩運動

～今より１ｇ　塩を減らそう運動～

・ 血圧測定推進事業

健康長寿課   ＊

 FAX 026-235-7170 [ 0 ]

 E-mail kenko-choju@pref.nagano.lg.jp   ＊ 高血圧予防研修等修了者数：880人(H25)

949

・ 食育推進の県民運動の実施

  ＊

健康長寿課

 FAX 026-235-7170 [ 2,126 ]   ＊

 E-mail kenko-choju@pref.nagano.lg.jp

事　　　　業　　　　名

事　　　業　　　内　　　容

（*は各事業の成果目標）

高血圧予防県民運動推進

事業費

食で育む信州食育実践

事業費

食生活の課題である「食塩摂取量の過多」、「野

菜摂取量の減少」の改善及び自己血圧管理のた

めの普及啓発と環境整備を強化し、高血圧予防対

策を推進します。

健康増進計画「グレードアップながの２１」の

推進

　健康長寿と豊かな人間形成を目指した総合的な

食育を県民運動として展開するため、県民への普

及啓発や関係機関との連携体制等を整備します。

市町村の健康増進計画策定市町村数：

60市町村(H23)→66市町村(H25)

健康ボランティア活動強化事業

長野県歯科保健推進計画に基づき、8020運動を

はじめとする歯及び口腔の健康づくりに関する取

組を総合的に推進します。

在宅歯科医療従事者人材の養成

要介護者の口腔内状況を把握するための調査

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

歯科保健総合推進対策

事業費

  県民一人ひとりが主体的に健康づくりに取り組

み、生涯にわたり健康的な生活が送れるよう総合

的な支援を行います。

成人１人１日当たりの食塩摂取量：

11.5g(H22)→9g未満(H29)

県民大会参加者数：

375人(H24)→同レベル維持

食育ボランティア数：

17,338人(H23)→同レベル以上

新

新

新

新

新
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（千円）

事　　　　業　　　　名

事　　　業　　　内　　　容

（*は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

自殺対策推進事業費 30,328

【健康づくり・医療充実】 １ 自殺ハイリスク者支援事業の実施

２ 自殺対策緊急強化事業の実施

３

４

健康長寿課   ＊

 FAX 026-235-7170 [ 239,177 ]

 E-mail kenko-choju@pref.nagano.lg.jp 　（一部　自殺対策緊急強化基金活用事業）

健康長寿プロジェクト・研究 9,563

事業費

【健康づくり・医療充実】

健康福祉政策課

  FAX　026-235-7485 [0]

 E-mail kokuho@pref.nagano.lg.jp （雇用基金活用事業）

地域支援事業交付金 717,651

　・ 事業主体　市町村・広域連合

　・ 事業内容

健康長寿課

 FAX 026-235-7170 ［693,195］ 　　２　包括的支援事業

 E-mail kenko-choju@pref.nagano.lg.jp 　　３　任意事業

医師確保等総合対策事業費 579,415

【健康づくり・医療充実】

・ 信州医師確保総合支援センター事業

・ 医学生修学資金等貸与事業

  ＊

医療推進課医師確保対策室   ＊

 FAX 026-223-7106 [ 546,169 ]

 E-mail doctor@pref.nagano.lg.jp 　（一部　地域医療再生基金活用事業）

自殺者数：493人(H23)→470人以下(H25)

要支援・要介護状態になる前からの介護予防を

推進するとともに、地域における総合的な相談・支

援体制等を強化するため、市町村等が行う地域支

援事業に係る費用の一部を負担します。

　県内全域で効果的な健康づくり施策に取り組め

るようにするため、本県の健康長寿の要因を明らか

にするとともに、健康長寿指標算出プログラムを開

発します。

　即戦力医師の確保、信州型総合医（仮称）

養成プログラムの作成支援など地域医療を担

う医師のキャリア形成支援等を実施

　　１　介護予防事業または介護予防・日常生活

　　　　支援総合事業

　将来県内の医療機関に勤務しようとする医

学生等を対象に修学資金等を貸与

かかりつけ医等心の健康対応力向上研修の開催

県自殺予防情報センターによる相談、情報提供

依然として高い水準にある自殺者数を減少させる

ため、自殺対策を総合的に推進します。

関係機関との連携による自殺ハイリスク者に対

する支援の強化

人口10万人当たり医療従事医師数：

205人(H22)→230人(H29)

  医師の確保・定着と偏在解消に向け、信州医師

確保総合支援センターを中心に、医師・研修医・

医学生等キャリア形成過程に対応した支援を行い

ます。

ドクターバンク年間成約者数：12人(H25)

新

新
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（千円）

事　　　　業　　　　名

事　　　業　　　内　　　容

（*は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

488,721

【健康づくり・医療充実】

  ＊

医療推進課

 FAX 026-223-7106 [ 487,588 ]   ＊

 E-mail iryo@pref.nagano.lg.jp

地域医療再生事業費 4,897,918

【健康づくり・医療充実】

【三次医療圏（県全体）】

（一部再掲） （事業実施期間：平成23年度～25年度）

 　・「救急医療」、「がん対策」における高度・

　　専門医療機関の整備・充実

 　・高度・専門医療機関と連携する医療機関

　　の機能強化　等

  ＊実施事業数：40件

【二次医療圏】

（事業実施期間：平成21年度～25年度）

＜上小医療圏＞

・ 小児科・内科初期救急センター整備

・ がん医療機器整備　等

＜上伊那医療圏＞

医療推進課 ・ 研修センター整備

 FAX 026-223-7106 ・ 急性期対応機器整備

 E-mail iryo@pref.nagano.lg.jp ・ 電子カルテ整備　等

健康長寿課

 FAX 026-235-7170 [ 3,961,911 ]

 E-mail kenko-choju@pref.nagano.lg.jp 　（地域医療再生基金活用事業）

計画事業の進捗率：77.1%(H24)→100%(H25)

看護職員新規養成確保対策

事業費

　・県内民間養成校（10校）に対して運営費を助成

　県が策定した地域医療再生計画に基づき、地域

(医療圏）の医療課題を解決するための取組に対し

て支援します。

　・看護大学及び県立看護専門学校(須坂・木曽）

　　の運営

県立養成機関看護師国家試験合格率：

95%(H24)→同レベル維持

県内民間看護師等養成所学生充足率：

95%(H24)→同レベル維持

   ・病院の統合再編等への支援

　・県内への就業を促進するため、看護師等養成

　　所の学生を対象に修学資金を貸与

  ＊

　看護職員の新規養成及び県内就業の定着・促

進により看護職員の確保を図ります。
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（千円）

事　　　　業　　　　名

事　　　業　　　内　　　容

（*は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

医療施設・設備整備事業費 1,616,688

（一部再掲）

　・

・ 設備整備への補助

  ＊

医療推進課   ＊

 FAX 026-223-7106

 E-mail iryo@pref.nagano.lg.jp 　（一部　医療施設耐震化臨時特例基金、地域医療

　　再生基金活用事業）

健康長寿課

 FAX 026-235-7170 [ 1,826,494 ]   ※

 E-mail kenko-choju@pref.nagano.lg.jp

342,627

・

医療推進課

 FAX 026-223-7106 [ 353,410 ]   ＊ 救命救急センターの充実度評価Aの割合：

 E-mail iryo@pref.nagano.lg.jp 100%(H24)を維持

ドクターヘリ運航事業費 423,551

・ 基地病院 佐久総合病院

信州大学医学部附属病院

医療推進課

 FAX 026-223-7106 [ 423,552 ]   ＊

 E-mail iryo@pref.nagano.lg.jp

320,839

・ 医療機関等への運営費補助

1 夜間の小児初期救急医療施設

2 小児救命救急センター

3 地域療育支援施設

4 周産期母子医療センター

・ 小児救急電話相談事業の実施

医療推進課

 FAX 026-223-7106 [ 306,198 ]   ＊

 E-mail iryo@pref.nagano.lg.jp

　重篤救急患者の医療を確保するため、救命救急

センターの運営に要する経費を助成します。救命救急センター運営事業

補助金

小児・周産期医療体制整備

事業費

　小児・周産期医療体制の維持・確保のため、医

療施設の運営に要する経費を助成する等の支援

をします。

うち、災害拠点病院等の耐震化：7か所

　患者の療養環境、医療従事者の勤務環境の改

善、医療提供体制の充実及び医療施設の耐震化

を図るため、医療施設、設備の整備を支援します。

ドクターヘリの出動件数：

700件(H24)→730件以上(H25)

施設整備の支援：13か所

救命救急センター運営費補助

小児救急電話相談件数：

5,000件(H24)→同レベル維持

　高度な救命処置の早期開始による救命率の向

上、後遺症の軽減やへき地における救急医療体

制の強化等を図るため、県内２機体制によるドク

ターヘリの運航を支援します。

設備整備の支援：10か所

この他、平成24年度2月補正予算（経済対策

分）に19,834千円を計上しています。

施設整備への補助
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（千円）

事　　　　業　　　　名

事　　　業　　　内　　　容

（*は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

在宅医療推進事業費 2,128

【健康づくり・医療充実】

・

医療推進課

 FAX 026-223-7106 [ 0 ]

 E-mail iryo@pref.nagano.lg.jp   ＊ 地域リーダー研修会参加者：80人(H25)

15,205,169

・

・

・

健康福祉政策課

 FAX 026-235-7485 [ 14,747,594 ] ・

 E-mail kokuho@pref.nagano.lg.jp  

後期高齢者医療給付事業費 25,221,951

・ 療養の給付等に対する費用負担

・

健康福祉政策課 ・ 高額な医療費に対する費用負担

 FAX 026-235-7485 [ 24,217,541 ] ・ 財政安定化基金への積立て

 E-mail kokuho@pref.nagano.lg.jp ・ 第一期医療費適正化計画の評価

がん対策総合推進事業費 1,161,341

【健康づくり・医療充実】

・

・

・ 在宅がん緩和ケア地域連携事業

・

・

  ＊

健康長寿課 69.4(H23)→60.6(H29)

 FAX 026-235-7170 [ 961,198 ]

 E-mail kenko-choju@pref.nagano.lg.jp 　（一部　地域医療再生基金活用事業）

　高齢期における適切な医療を確保できるよう、療

養の給付等に要する費用の一部を負担し、後期高

齢者医療制度の安定的運営を支援します。

特定健康診査・特定保健指導の実施に要する

がん診療連携拠点病院整備事業

がん相談連携病院事業

保険者（市町村）の財政調整に要する費用

国民健康保険基盤安定化等

事業費

費用負担

　医療・介護が連携して在宅療養患者をサポート

するための人材育成を支援します。

負担

負担

がんの年齢調整死亡率(75歳未満、人ロ10万対)：

地域医療再生事業

高額な医療費に対する費用負担

　保険者（市町村）の療養の給付等に要する費用

の一部を負担し、市町村国民健康保険の安定的

運営を支援します。

がん予防推進事業

低所得者等の保険料軽減措置に対する費用

多職種協働による在宅チーム医療を担う人材

の育成（地域リーダーによる研修の実施など）

　予防、早期発見から治療、緩和ケアまで広範に

わたるがん対策を行政、医療関係者、県民など幅

広い参画のもとに総合的に推進します。

負担

低所得者等の保険料軽減措置に対する費用

（地域医療再生事業、医療施

設・設備整備事業一部再掲）

新

新

21 （健康福祉部－5）



（千円）

事　　　　業　　　　名

事　　　業　　　内　　　容

（*は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

精神科救急医療整備事業費 95,111

【健康づくり・医療充実】

１ 精神科救急医療確保事業

精神科救急病院の運営費への助成　等

２ 精神科救急情報センター事業

精神障害者等からの医療相談に24時間体制で

対応（こころの医療センター駒ヶ根）

  ＊

健康長寿課

 FAX 026-235-7170 [ 94,191 ]   ＊

 E-mail kenko-choju@pref.nagano.lg.jp

献血普及啓発事業費 4,570

・ 学生ボランティアと連携した啓発キャンペーン

・ プロスポーツチームとのタイアップによるサポ

ーター啓発

・ 中・高校生からの献血推進ポスター募集

・ 献血体験ルーム運動　等

薬事管理課

 FAX 026-235-7398 [ 4,728 ]   ＊

 E-mail ｙａｋｕｊｉ@pref.nagano.lg.jp

地域包括ケア実践事業費 15,995

【健康づくり・医療充実】

　１　地域包括ケア実践モデル事業

　２　地域包括ケア推進サポート事業

　３　地域包括ケア推進リーダー研修事業

　４　多職種連携等研究事業

　５　介護マーク定着促進事業

健康長寿課介護支援室

 FAX 026-235-7394 [ 21,803 ]

 E-mail kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

＊ 地域包括ケア体制整備に取り組む日常生活

圏域数：19圏域(H24)→48圏域(H25)

精神疾患の急激な発症や精神症状の悪化など

により、緊急に医療を必要とする精神障害者に対

応するため、精神科救急医療体制の確保を図りま

す。

　医療に必要な血液を確保するため、各地域の献

血推進活動を支援するとともに、若年層に対する

啓発活動を重点的に実施します。

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすため

に必要な「地域包括ケア体制」の構築に向け、先

駆的に取り組む市町村の支援等を行います。

献血目標人数達成率：

100%(H24)→同レベル維持

精神科救急診療件数：

900件(H24)→900件以上(H25)

精神医療相談件数：

500件(H24)→500件以上(H25)

新

新
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（千円）

事　　　　業　　　　名

事　　　業　　　内　　　容

（*は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

認知症対策総合推進事業費 25,320

【健康づくり・医療充実】

１

２ 認知症相談医、認知症サポート医の養成

３ 認知症疾患医療センターの整備

４ 認知症コールセンター事業

５ 認知症予防県民運動推進事業

健康長寿課

 FAX 026-235-7170 ［24,873］ ＊

 E-mail kenko-choju@pref.nagano.lg.jp

介護給付費負担金 25,092,976

　・ 介護給付費見込額

　 　・ 県負担割合　

健康長寿課介護支援室

 FAX 026-235-7394 ［24,140,739］

 E-mail kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

5,327,389

１　創設、改築等　　　　

（老人福祉施設）

　・広域型特別養護老人ホーム等 ９か所

　・認知症高齢者グループホーム等 45か所

(障害福祉施設）

　・ 障害者支援施設等 4か所

　・ 障害者グループホーム 8か所

（児童福祉施設）

　・ 児童養護施設 1か所

　・ 保育所 7か所

　・ 子育て支援拠点施設 5か所

健康長寿課介護支援室 　・ 児童センター 1か所

 FAX 026-235-7394 　・ 放課後児童クラブ室 4か所

 E-mail kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

２　耐震化・防災改修

障害者支援課 （老人福祉施設）

 FAX 026-234-2369 　・軽費老人ホーム等 11か所

 E-mail shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

　（一部　介護基盤緊急整備等臨時特例基金、

こども･家庭課 　　社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金、

 FAX 026-235-7390 [ 4,996,313 ] 　　安心こども基金活用事業）

 E-mail kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

社会福祉施設等の創設・改築等や、耐震化・防

災改修に対して助成します。

＊

認知症サポート医養成累計：

52人(H24)→58人(H25)

かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者

累計：515人(H24)→530人(H25)

施設サービス　17.5%

　市町村等保険者の介護給付等に要する費用の

一部を負担し、介護保険事業の安定的運営を図り

ます。

認知症高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮

らすため、医療・介護・福祉の充実と連携による総

合的な支援を行います。

1,731億5,053万1千円

居宅サービス　12.5%

認知症対策推進協議会の開催

社会福祉施設等整備事業

補助金

新
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（千円）

事　　　　業　　　　名

事　　　業　　　内　　　容

（*は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

8,732,179

　１　自立支援給付事業

　・ 事業主体 市町村

　・ 負担率 1/4

　・ 主な事業 居宅介護事業

施設訓練等事業

グループホーム事業

更生医療給付事業

相談支援給付事業

　２　市町村地域生活支援事業

　・ 事業主体 市町村

　・ 補助率 1/4以内

　・ 主な事業 日常生活用具給付等事業

移動支援事業

日中一時支援事業

　３　障害児施設給付等事業

(1) 通所支援

　・ 事業主体 市町村

障害者支援課 　・ 負担率 1/4

 FAX 026-234-2369 ［8,167,269］ (2) 入所支援

 E-mail shogai-shien@pref.nagano.lg.jp 　・ 事業主体 県

障害者相談支援事業費 189,955

　 　・ 配置者 障害児療育コーディネーター

障害者生活支援ワーカー

地域相談体制支援アドバイザー

障害者就業支援ワーカー

　・ 長野県自立支援協議会運営事業

　・ 障害者相談支援専門員重点サポート事業

  ＊

障害者支援課

 FAX 026-234-2369 ［187,055］

 E-mail shogai-shien@pref.nagano.lg.jp （一部　雇用基金活用事業）

市町村の自立支援給付費等に要する費用の一

部を負担し、障害者（児）が必要とする障害福祉

サービスの安定的な提供を図ります。

地域活動支援センター機能

強化事業

相談支援延件数：120,000件(H24)→

125,000件以上(H25)

身体・知的・精神の３障害に対応する圏域ごとの

障害者総合支援センターにコーディネーター等を

配置し、障害者が安心して地域で暮らせるよう支援

します。

障害者自立支援給付等

事業費

新
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（千円）

事　　　　業　　　　名

事　　　業　　　内　　　容

（*は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

障害者就労支援事業費 58,192

【雇用・社会参加促進】

　１　福祉就労強化事業

　２　ＯＪＴによる障害者の就労促進事業

　・ 実践的な短期トレーニングの促進

　３　障害者ＩＴサポートセンター運営事業

　・ ＩＴサポートコーディネーターの配置

　・ パソコンボランティアの養成派遣

  ＊

障害者支援課   ＊

 FAX 026-234-2369 ［42,744］   ＊

 E-mail shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

14,142

１ 地域移行コーディネーターの配置

２ 普及啓発等の研修実施

３ 精神障害者保健所デイケア事業

４ 精神障害者地域ケア推進事業

５ 若者向け心のバリアフリー事業

＊

＊

健康長寿課

 FAX 026-235-7170 ［36,476］

 E-mail kenko-choju@pref.nagano.lg.jp 　（一部　自殺対策緊急強化基金活用事業）

4,927

障害者支援課

 FAX 026-234-2369 ［4,927］ ＊

 E-mail shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

　障害者の収入増加を図るため、就労継続支援事

業所等の受注機会の拡大等を支援するとともに、

ＯＪＴ（職場実習）推進員の派遣等により、一般就労

を促進します。

　・ 事業所間の連携を促進する事業化推進員

　　 の配置

虐待防止・権利擁護研修受講者数：

450人(H24)→620人以上(H25)

障害者工賃平均月額：

13,072円(H23)→15,922円以上(H25)

　・ 障害者虐待防止・権利擁護研修の実施

精神障害者の退院を促進し、地域で自立した生

活を安心・充実して送るため、関係機関の連携体

制整備、必要な情報提供等を行います。

障害者虐待の予防及び虐待を受けた障害者の

支援のため、虐待に関する相談対応を行うとともに

関係者に対する研修を実施します。

ＯＪＴ新規受入企業数：30社以上(H25)

障害者虐待防止対策支援

事業費

　・ 工賃向上セミナー等の企画調整を行う福祉

     就労コーディネーターの配置

　・ 県障害者権利擁護(虐待防止)センターの運営

　　　（専任職員の配置）

　・ 障害者一人ひとりにあった職場実習のコー

　　ディネート等を行うＯＪＴ（職場実習）推進員

　　の派遣

精神障害者地域生活支援

事業費

平均退院率：75.9％(H23)→79.4％(H25)

5年以上かつ65歳以上の退院者数：

108人(H23)→120人(H25)

短期トレーニング参加者数：

231人(H23)→250人以上(H25)

新
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（千円）

事　　　　業　　　　名

事　　　業　　　内　　　容

（*は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

1,460

【雇用・社会参加促進】

障害者支援課 　・ 「あいサポート運動」フォーラムの開催

 FAX 026-234-2369 ［0］

 E-mail shogai-shien@pref.nagano.lg.jp ＊

発達障害者支援事業費 37,680

【雇用・社会参加促進】

１

２

３

４

５

＊

健康長寿課

 FAX 026-235-7170 [ 11,885 ] ＊

 E-mail kenko-choju@pref.nagano.lg.jp

4,403,962

健康福祉政策課

 FAX 026-235-7485 [ 4,355,423 ]

 E-mail kokuho@pref.nagano.lg.jp

244,768

地域福祉課

 FAX 026-235-7172 ［267,350］

 E-mail chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

　市町村が行う地域福祉の充実に資する次の事業

に対し助成します。

　　・ 事業主体　市町村

　　・ 補助率　　　1/2以内

　　・ 事業内容

    　１　安心生活支援事業

　　　　　宅老所の整備・防災機能の強化、高齢者

　　　　や障害者の住宅のバリアフリー化　等

　　　２　障害者支援事業

　　　　　心身障害児（者）の介護者の負担を軽減

　　　　するための一時的な預かりや余暇活動の

　　　　支援  等

      ３　子育て支援事業

　　　　　児童クラブの運営や低年齢児保育、病

　　　　児・病後児保育の実施、施設の代替職員の

　　　　雇用や認可外保育施設の整備・運営　等

　　　４　市町村提案事業

　　　　　地域の実状に応じて実施する福祉施策に

        対する支援

関係分野をまとめる専門家の配置：

県民認知度：10%以上(H25)

発達障害者サポーター養成：

2,000人以上(H25)

関係分野をまとめる専門家の配置

正しい理解と協力を促すための普及啓発

情報共有ツール活用のための環境整備

　・ 「あいサポーター」、「あいサポート企業・団体」

　　の募集

福祉医療費給付事業補助金

地域福祉総合助成金交付

事業費

標準的なアセスメント（発達評価）の普及

信州版「あいサポート運動」

推進事業費

　県民や企業・団体がサポーターとなって、障害の

特性を理解し、日常生活や就労を支援する「あい

サポート運動」を展開します。

発達障害に関する正しい知識を県民に普及、啓

発するとともに、途切れのない一貫した支援体制

づくりを進めます。

発達障害診療体制の推進

市町村が行う乳幼児等、障害者、母子家庭の母

子等及び父子家庭の父子の医療費自己負担分の

給付に対し助成します。

　・補助対象　市町村

　・補助率　　 1/2

４圏域(H25)

新

新
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（千円）

事　　　　業　　　　名

事　　　業　　　内　　　容

（*は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

9,969

地域福祉課

 FAX 026-235-7172 ［9,917］ ＊

 E-mail chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

福祉人材確保対策事業費 336,929

＊

地域福祉課

 FAX 026-235-7172 ［753,427］

 E-mail chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp 　（一部　雇用基金活用事業）

59,772

地域福祉課

 FAX 026-235-7172 ［57,367］ ＊

 E-mail chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

住民支え合い活動支援事業

補助金

　誰もが安心して生活できる地域社会を構築する

ため、地域福祉計画策定に係る支援を行うととも

に、地域づくりや地域活動を行う協力員を養成しま

す。

日常生活自立支援事業

補助金

    認知症高齢者や知的障害者の福祉サービスの

利用手続きの代行や日常的な金銭管理を行う事

業に助成します。

　・ 事業主体　長野県社会福祉協議会

　・ 補助率　    1/2以内

  ・ 事業内容

　　・事業主体　長野県社会福祉協議会

　　・補助率　　　１/２以内

　　・事業内容

　　　１　地域福祉計画策定の推進

　　　２　住民支え合い活動協力員（サポーター）の

　　　　養成

活動協力員設置市町村数：

32市町村(H23)→40市町村以上(H25)

　１　福祉・介護人材のマッチング支援

　 　 ・専門員による、求職者に応じた就労支援や、

　　 事業所に対する働きやすい職場づくりに向け

　　 た指導等の実施

    　・就職説明会の開催

　２　多様な人材の参入促進

　　　・潜在的有資格者の再就職支援

　　　・中高生への福祉職場のＰＲ活動

　　　・就職希望者等に職場体験を実施

　３　福祉人材無料職業紹介

　　　登録者に対して、求人情報の提供、就職の

　　あっせんを実施

　４　福祉人材のキャリア形成への支援

　　　・社会福祉施設職員等に対する研修の実施

　　　・研修参加時の代替職員確保を支援

県内介護福祉士登録者数：1,754人（H19～23

の平均増加人数）→1,800人以上(H25)

　１　福祉サービスの利用援助

　　　利用契約の締結及び利用手続き代行・日常

　　的な金銭管理

　２　権利擁護研修

　　　市町村、社会福祉協議会等の職員に対し、

　　権利擁護に関する研修会を開催

　

新規利用契約数：

280件(H24)→290件以上(H25)

　福祉人材の確保・定着を促進するため、次の事

業を長野県福祉人材研修センター等において実

施します｡

新

新

新
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（千円）

事　　　　業　　　　名

事　　　業　　　内　　　容

（*は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

15,000

地域福祉課

 FAX 026-235-7172 ［0］

 E-mail chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

生活保護費 2,585,520

地域福祉課

 FAX 026-235-7172 ［2,567,781］

 E-mail chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

女性保護事業費 21,670

　１　女性保護･相談事業

　２　ＤＶ被害者緊急避難支援事業

こども･家庭課 　３　人身取引被害者支援事業

 FAX 026-235-7390 ［22,364］

 E-mail kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

34,177

　１　就業・自立支援センター事業

　２　職業能力開発事業

＊

こども･家庭課

 FAX 026-235-7390 ［44,851］

 E-mail kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp 　（一部　安心こども基金活用事業）

　　　要保護女子等の相談、保護及び生活指導等

更生保護施設「みすず寮」改

築事業補助金

事業費

ひとり親家庭就業・自立支援

事業費

　　　就業に向けた相談・支援を行うとともに、就業

   に必要な資格等を取得するための講座の開催

母子家庭の母等の自立を促進するため、資格取

得や就業相談等の支援を行います。

　　　人身取引被害者の保護及び関係機関との連

　 携による帰国支援

　　　ＤＶ被害者の緊急時における安全避難場所

　　の確保

　・事業主体　更生保護法人松本保護会（松本市）

　・事業内容　更生保護施設「みすず寮」の改築

センター登録者の就業率：

80%（過去3年の平均値）→同レベル維持

　１　生活保護費

　　　生活保護法による被保護世帯に対する生活

　 扶助等の実施

　

　２　生活保護法第73条県費負担金

　　　居住地がないか又は明らかでない被保護者

　 について市が支弁した生活保護費のうち、４分

　 の１の費用を負担

　　  職業訓練講座受講者や看護師等養成機関

   修学者に対する給付金の支給

要保護女子やＤＶ（配偶者間暴力等）被害者等

からの相談や保護を行い、自立に向けて支援しま

す。

   更生保護法人松本保護会が運営する更生保護

施設「みすず寮」の改築費の一部を補助します。

新

28 （健康福祉部－12）



（千円）

事　　　　業　　　　名

事　　　業　　　内　　　容

（*は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

21,489

【雇用・社会参加促進】

地域福祉課 ＊

 FAX 026-235-7172 ［0］

 E-mail chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp ＊

保育対策等促進事業補助金 314,849

【雇用・社会参加促進】

　・ 事業主体　市町村

　・ 補助率　　2/3

　・ 事業内容

　　１　特定保育事業 1 か所

　　２　休日保育事業 22 か所

　　３　病児・病後児保育事業 22 か所

　　４　保育所分園推進事業 3 か所

　　５　認可外保育施設衛生対策事業 15 か所

　　６　保育環境改善事業 4 か所

　　７　延長保育促進事業 69 か所

こども･家庭課

 FAX 026-235-7390 ［332,802］ ＊

 E-mail kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

657,297

　・事業主体　市町村

　・補助率　2/3

こども･家庭課

 FAX 026-235-7390 ［651,155］ ＊

 E-mail kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

母子保健事業費 60,260

　２　思春期保健事業

　３　先天性代謝異常等検査事業

　４　ハイリスク母子保健対策事業

　５　難聴児支援センター事業

＊

こども・家庭課 ＊

 FAX 026-235-7390 [ 43,986 ] ＊

 E-mail kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

自立のための寄り添いサポート

事業費

多様化する保育ニーズ等に対応するため、市町

村が行う延長保育や病児・病後児保育等の保育事

業に対して助成します。

放課後児童健全育成事業

補助金

　放課後や休日等に保護者が家庭にいない小学

生に生活や遊びの場を提供するため、市町村が行

う放課後児童クラブの運営に対して助成します。

　生活保護受給者に対して、「寄り添いサポー

ター」が生活相談などを行い、日常生活の自立や

社会的自立を支援します。

　寄り添いサポーターの配置　郡福祉事務所　9人

訪問世帯数：550世帯以上(H25)

女性からの健康相談：45件(H23)→50件(H25)

母性や乳幼児に関する保健指導、健康相談等を

実施し、健康の保持及び増進を図ります。

　１　女性の健康ライフ支援事業

10代の人工妊娠中絶率：

7.2(H23)→同レベル以下

社会生活自立支援等プログラム修了者：

27人(H25)

病児・病後児保育実施市町村数：

16市町村(H24)→17市町村(H25)

放課後児童クラブ登録児童数：

19,583人(H24)→19,700人(H25)

不妊専門相談：240件(H23)→245件(H25)

新
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（千円）

事　　　　業　　　　名

事　　　業　　　内　　　容

（*は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

児童虐待防止強化事業費 25,369

　１　児童虐待対応職員研修事業

　２　児童虐待・ＤＶ24時間ホットライン

こども･家庭課 　３　市町村の児童虐待防止強化事業に対し助成

 FAX 026-235-7390 ［22,885］

 E-mail kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp 　（一部　安心こども基金活用事業）

里親支援事業費 3,966

　１　里親委託等推進員の配置

こども･家庭課 　２　里親制度普及促進事業

 FAX 026-235-7390 ［990］

 E-mail kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp ＊

1,084

こども･家庭課

 FAX 026-235-7390 ［1,978］

 E-mail kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

19,493

食品・生活衛生課

 FAX 026-232-7288 [ 19,621 ] ＊

 E-mail shokusei@pref.nagano.lg.jp

　　子どもの育ちを支えるしくみを考える委員会の

　開催

  指導・助言

・市場検査補助員による検査及び巡回指導

・軽井沢夏期食品衛生相談所の開設

・食品衛生推進員による食品関係営業者に対する

　社会全体で子どもの育ちを支え、次代を担う子ど

も達が安心して暮らすことのできる長野県を実現す

るため、子どもの権利条例等の県として取り組むべ

き子ども施策を検討します。

児童虐待に関する相談体制の強化を図り、児童

虐待の未然防止、再発防止に取り組みます。

　児童虐待及びＤＶ（配偶者間暴力等）の通

告・通報に24時間・ 365日対応

　 食品衛生監視を行い、飲食に起因する危害の

発生を未然に防止します。

　 ・検査結果に基づく食品事業者への自主管理

  監視員による監視指導

対象：市町村、児童相談所等

里親制度の理解を深めるとともに、里親が安心し

て養育できるよう訪問・相談等の支援を行い、家庭

養護の推進を図ります。

・きのこ衛生指導員によるきのこ鑑別指導

子どもの育ちを支えるしくみ

づくり検討事業費

食品衛生監視指導事業費

・広域食品衛生監視機動班及び保健所食品衛生

里親委託率：8.2%(H23)→9.6%(H25)

食中毒の発生件数の減少：

14件(H19～23平均）→同レベル以下

新
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（千円）

事　　　　業　　　　名

事　　　業　　　内　　　容

（*は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

414

食品・生活衛生課

 FAX 026-232-7288 [ 213 ] 　　 ・食品衛生情報発信事業

 E-mail shokusei@pref.nagano.lg.jp

医薬品等監視指導事業費 8,675

・ GMP調査体制整備事業

・ 薬事監視員の立入検査

・ 医薬品等生産技術研修会

・ 医薬品等製品試験

薬事管理課

 FAX 026-235-7398 [ 6,236 ] ＊

 E-mail ｙａｋｕｊｉ@pref.nagano.lg.jp 27.3%(H24)→27.8%以上(H25)

　医薬品等の製造業者、販売業者等の資質向上

を図るとともに、薬局や医薬品販売業等への監視

指導を行います。

  併せて、医薬品製造の国際基準であるＰＩＣ/Ｓに

対応するＧＭＰ調査体制の整備を図ります。

 電子メール等による食品衛生情報の発信

 　　　10圏域での情報・意見交換

　　 ・食の安全・安心シンポジウム事業

     ・信州フードセーフティーネット

　　　 県民、食品事業者の代表者と行政による

食品衛生リスクコミュニケーショ

ン事業費

     ・みんなの食品安全・安心会議

  食品安全・安心条例に基づき、県民・食品事業者

等と食品の安全性に関する情報を共有するととも

に、相互理解を深めるために意見交換(リスクコミュ

ニケーション）を行い、食品の安全・安心のための

施策に反映します。

 情報・意見 交換

監視実施率：

新

新

新新

新
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環　境　部

※【　】は長野県総合５か年計画のプロジェクト関連事業

（千円）

地球温暖化対策事業費 26,560

　・

温暖化対策課

 FAX 026-235-7491 [ 24,952 ]

 E-mail ontai@pref.nagano.lg.jp （一部　雇用基金活用事業）

331,837

【次世代産業創出】

温暖化対策課

 FAX 026-235-7491 [ 28,000 ] （一部　グリーンニューディール基金、雇用基金

 E-mail ontai@pref.nagano.lg.jp 　活用事業）

事　業　名

【環境・エネルギー自立地域創造】

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

　２　事業活動省エネサポート推進事業

　　　事業活動の温室効果ガスの排出抑制を図るた

　 め、新たな計画書制度を設け、事業者の取組を

　 支援するガイドブックの作成等を行います。

　１　家庭の省エネサポート制度運営事業

    　家庭の省エネルギーや節電を促進するため、

　 アドバイザーによる省エネアドバイス・診断を実施

　 します。

・事業箇所数〈累計〉：20か所(H24)→40か所(H25)

　１　地域主導型自然エネルギー創出支援事業

　　　地域主導型で行う、先行的な自然エネルギー

　　事業の創出を支援します。

【環境・エネルギー自立地域創造】

再生可能エネルギー推進

事業費

・事業箇所数〈累計〉：7か所(H24)→23か所(H25)

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

　１村１自然エネルギープロジェクトを推進するため、

市町村や民間事業者等による取組を支援します。

　２　地域エネルギー事業者担い手育成事業

　　　自然エネルギー事業に係る先進的な導入事例

　　のデータベースや人材バンクを構築します。

　３　公共施設等再生可能エネルギー導入推進事業

　　　公共施設等への、再生可能エネルギーを活用

　　した発電設備や蓄電池等の導入を支援します。

省エネ手法等に精通した県登録アドバイザーの

養成

　家庭、事業者、建築物における省エネルギー化を

促進します。

 *家庭向け省エネサポート制度参画団体数

   ：5団体（H25)

 *平成26年度省エネサポート事業者数

 　：208事業者（H24）→300事業者（H26）

 *１村１自然エネルギープロジェクト登録件数：50件

　３　エネルギー配慮型住宅・建築物促進事業

　　　建築物の省エネルギー化や自然エネルギー設

　 備の導入を促進するため、環境エネルギー性能

　 等の検討マニュアルの作成や性能評価指標取得

　 講習会を開催します。

 *取得講習会参加者数：900人(H25)

新

新

新

新
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

資源循環システム構築事業費 2,926

　*1人1日あたり一般廃棄物排出量

： 862ｇ(H22)→848ｇ(H24)

  *産業廃棄物総排出量

廃棄物対策課 ： 3,709千ｔ(H20)→3,647千ｔ(H24)

 FAX 026-235-7259 [ 4,112 ]

 E-mail haikibut@pref.nagano.lg.jp （一部　雇用基金活用事業）

廃棄物監視指導事業費 39,050

廃棄物監視指導課

 FAX 026-235-7259 [ 48,321 ] ・廃棄物指導員及び不法投棄監視連絡員の配置

 E-mail kanshi@pref.nagano.lg.jp

　また、市町村と連携した監視や防止活動により、不

法投棄の減少を目指します。

・産業廃棄物排出事業者及び処理業者等への立入

検査及び指導の実施

　排出事業者及び処理業者に対する監視指導を行

うことにより、廃棄物の適正処理を推進して、安全・

安心な生活環境を確保します。

　３　食品リサイクルループ構築事業

　　　食品関連事業者から排出される食品廃棄物を

　  再生利用し地域循環圏を形成するため、リサイク

 　 ルループ構築に向けた検討を行います。

　１　「レジ袋削減県民スクラム運動」推進事業

　　　　　　　　　　（マイバッグ持参率向上推進事業）

　　　 無料配布中止の円滑な導入のため、県民に対

　　 してマイバッグマナーの啓発及び実施店舗の認

　　知度のアップを図ります。

　４　産業廃棄物３Ｒサポート事業

　　　産業廃棄物の発生抑制、資源化及び適正処理

　  を推進するため、先進的な事例や技術の普及を

　  図るとともに、減量化に取組む事業者を支援しま

    す。

　廃棄物の発生抑制や再資源化に向けた取組を進

めます。

　６　きれいな信州環境美化運動推進事業

　　　地域、市民団体、学校、企業、行政等多様な

　  主体が実施している環境美化活動を県民運動と

 　 して広げ、長野県全体をきれいにする運動を展

　  開します。

　５　リサイクル製品利用促進事業

　　　県内で発生した循環資源を利用し、県内の事

　　業所で製造加工されたリサイクル製品の利用を

　　促進し、県民・事業者への普及を図ります。

　２　「食べ残しを減らそう県民運動」推進事業

　　　食品残さの発生抑制のため、食べ残しを減らそ

　　 う協力店の募集を行い、特に食べ残しの多い宴

　　会に焦点を当てた取組による効果の周知を図り

　　ます。

新

33 （環境部－2）



（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

水資源保全対策事業費 19,688

　・　水資源実態調査事業

水大気環境課

 FAX 026-235-7366 [ 91 ]

 E-mail mizutaiki@pref.nagano.lg.jp

46,769

　・

　・　諏訪湖自然浄化促進事業

 　*河川環境基準(BOD)達成状況　

：98.6%(H23)→98.6%(H25)

 　*湖沼環境基準(COD)達成状況

水大気環境課 ：53.3%(H23)→53.3%(H25)

 FAX 026-235-7366 [ 39,719 ]  　*地下水環境基準(概況調査)達成状況　

 E-mail mizutaiki@pref.nagano.lg.jp ：94.0%(H23)→95.0%(H25)

合併処理浄化槽整備事業費 164,743

・ 事業主体 市町村

・ 補助率 事業費の公費負担分の1/3以内

生活排水課

 FAX 026-235-7399 [ 167,763 ]

 E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.lg.jp

大気汚染防止対策事業費 39,020

水大気環境課 : 100%(H23)→100%(H25)

 FAX 026-235-7366 [ 41,136 ]

 E-mail mizutaiki@pref.nagano.lg.jp （一部　雇用基金活用事業）

河川・湖沼等水質保全対策

推進事業費

【誇りある暮らし実現】

 *大気環境基準（長期的評価）の達成状況

【環境・エネルギー自立地域創造】

　河川等の水質汚濁を防止することを目的として、市

町村が実施する合併処理浄化槽整備事業に助成し

ます。

　・　主要河川・湖沼、河川上流域、水道水源ダム湖

　　及び地下水の水質常時監視事業

　・　水資源保全地域指定事業

　良好な水環境の保全を図るとともに、健康被害等

を未然に防止するため、県内の河川、湖沼及び地下

水の汚濁状況の常時監視、工場・事業場への監視・

指導を行います。

　また、関係機関・団体と連携して諏訪湖の環境改

善に取組みます。

　県民共有の貴重な財産である水資源を将来にわ

たって保全していくため、県内の水資源の実態を把

握するとともに、水資源の保全のため特に必要な地

域を指定して、土地の取引等の事前届出制を導入し

ます。

　*汚水処理人口普及率　95.9%(H23)→97.2(H25)

　  ：30%(H25)

諏訪湖環境改善対策事業

　大気汚染物質による健康被害等を未然に防止す

るため、大気の汚染状況を把握するとともに、ばい煙

等発生源への監視・指導を行います。

　*保全が必要な水源の水資源保全地域指定率

　・　排出源監視指導事業

新

新

新
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

13,861

自然保護課

 FAX 026-235-7498 [ 12,829 ]

 E-mail shizenhogo@pref.nagano.lg.jp

生物多様性確保対策事業費 6,111

自然保護課

 FAX 026-235-7498 [ 11,248 ]

 E-mail shizenhogo@pref.nagano.lg.jp

16,400

【誇りある暮らし実現】

自然保護課

 FAX 026-235-7498 [ 8,000 ]

 E-mail shizenhogo@pref.nagano.lg.jp （一部　雇用基金活用事業）

　自然保護の普及啓発や自然環境に関する情報を

提供するため、自然保護センターの整備・運営を行

います。

　１　霧ケ峰自然保護センター施設整備事業

　　　霧ヶ峰自然保護センターの安全性を確保する

　　ため、耐震診断を実施します。

　２　自然保護センター管理運営事業

　　　自然保護の普及啓発等を図るため、その拠点

　　となる自然保護センターの管理運営を行います。

　３　自然保護センター緊急修繕事業

　　　老朽化等による損傷箇所について、必要な修

　　繕を行います。

　　：81千人(H23)→82千人(H25)

　本県の生物多様性の保全と持続可能な利用に関

する施策を推進します。

　１　県民参画型レッドリスト改訂事業

　　　ＮＰＯや地域の保護活動団体を始めとする県民

　　の参画を得て、生物多様性保全に係る全施策の

　　基盤となる長野県版レッドリストの改訂を行いま

　　す。

　２　草原環境維持・再生モデル事業

　　　草原環境の維持・再生を図るため、霧ヶ峰高原

　　をモデル地区として外来植物の駆除に関する効

　　果的な手法を確立します。

　３　生物多様性保全活動協働事業

　　　希少野生動植物保護条例の指定種（72種）を

　　保護するため、地域の活動団体やＮＰＯ等と県が

　　協働し保護活動の充実を図ります。

　*生物多様性保全活動協働事業実施種数〈累計〉

   ：6種(H24)→7種(H25)

自然保護センター整備・運

営事業費

【農山村産業クラスター形成】

　民間からの寄付金を活用し、山岳環境保全に関す

る取組を支援するとともに、今後の事業展開に向け

て登山道の状況を調査します。

　・市町村が実施する登山道、山岳環境保全施設

   （シカ柵等）の整備への支援

　・山小屋関係者が実施する登山道の補修作業に

　 必要な資材費等に対する支援

　・登山道の荒廃状況等を把握するための調査を

　 実施

　*事業箇所数〈累計〉：31か所(H24)→38か所(H25)

　*自然保護センターの来館者数

民間との協働による山岳環

境保全事業費

【農山村産業クラスター形成】

新
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

信州環境フェア負担金 2,100

環境政策課

 FAX 026-235-7491 [ 1,800 ]

 E-mail kankyo@pref.nagano.lg.jp

補助公共事業費 4,244,225 補助公共事業費

債務負担行為

(4,630,000) 

生活排水課

 FAX 026-235-7399 [ 4,082,862 ]

 E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.lg.jp

県単独公共事業費 33,390 県単独公共事業費

生活排水課

 FAX 026-235-7399 [ 33,390 ]

 E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.lg.jp

162,525千円

33,390千円

4,081,700千円

農業集落排水

※　この他、平成24年度２月補正予算（経済対策分）

　　 に、290,325千円を計上しています。

計 4,244,225千円

区　　　分 予算要求額

下 水 道

計 33,390千円

区　　　分 予算要求額

下 水 道

　持続可能な社会の実現に向けて、環境に配慮した

ライフスタイルを確立する契機とするため、経済団体

等と連携して「信州環境フェア」を開催します。

　また、地域で開催される環境イベントとの連携を図

ります。

・事業主体　　信州環境フェア実行委員会

*信州環境フェアの入場者数

   ：9,926人(H24)→10,000人以上(H25)

　地域連携数：1地域(H24試行)→3地域(H25)

36 （環境部－5）



商工労働部

※【　】は長野県総合５か年計画のプロジェクト関連事業

（千円）

産学官連携推進事業費 46,649

【次世代産業創出】

ものづくり振興課

 FAX 026-235-7197 [ 56,742 ]

 E-mail mono@pref.nagano.lg.jp

研究開発型企業育成事業費 2,525

【次世代産業創出】

ものづくり振興課

 FAX 026-235-7197 [ 2,525 ]

 E-mail mono@pref.nagano.lg.jp

地域資源製品開発支援 13,243

センター事業費

【信州ブランド確立】

ものづくり振興課

 FAX 026-235-7197 [ 13,350 ]

 E-mail mono@pref.nagano.lg.jp

工業技術総合センター 89,697

設備拡充強化事業費

ものづくり振興課

 FAX 026-235-7197 [ 78,946 ]

 E-mail mono@pref.nagano.lg.jp

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]
事　　業　　内　　容

　工業技術総合センターの「次世代産業技術開発推

進本部」を拠点として、下請型・受託加工型企業の提

案型・研究開発型への転換を支援します。

　　・成長期待分野に係る技術シーズの提案

　　・専門家等を交えた研究会の開催

　　・個別課題に対する共同研究の企画から試作

    　までの一貫支援

＊研究会の数：４(H24)→５(H25)

　中小企業等が行う、県内の特色ある地域資源を活

かした製品開発に関して、企画段階から一貫した支

援を行い、製品の高付加価値化を進めます。

　　・総合プロデューサーの配置

　　・デザイン専門支援員の配置

　　・新製品開発塾の開催

　　・開発プロジェクトへのアドバイザーの派遣

　

＊商品化に至った製品件数

　　　30件(H24)→30件(H25)

　高機能かつ高精度な測定・分析機器や試作開発支

援機器を導入し、依頼試験・施設利用・先導的研究

開発等への支援体制を強化することにより、県内企業

の技術力の高度化や成長が見込まれる産業分野へ

の進出を支援します。

　

＊依頼試験件数

　　　24,000件(H24)→24,500件(H25)

＊施設利用件数

　　　11,500件(H24)→12,000件(H25)

　国際的産学官連携への支援体制を整備するととも

に、産学官連携による研究開発事業を支援すること

により、活力あるものづくり産業の振興を図ります。

　　・地域の産学官連携コーディネート活動への支援

　　・中小企業と大学等研究機関による研究開発への

　　 支援

　　・国際的産学官連携による次世代リーディング

　　 産業創出への支援

 

＊コーディネート活動件数

　　　3,500件(H24)→3,500件(H25)

＊国等の提案公募制度導入支援金額

　　　５億円(H24)→５億円(H25)

37 （商工労働部－1）



（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]
事　　業　　内　　容

マーケティング支援センター 182,458

事業費

【次世代産業創出】

事業主体　長野県中小企業振興センター

経営支援課

 FAX 026-235-7496 [152,335]

 E-mail keieishien＠pref.nagano.lg.jp （一部　雇用基金活用事業）

産業集積強化推進事業費 720,233

【次世代産業創出】

産業政策課次世代産業集積室

 FAX 026-235-7496 [924,216]

 E-mail ritti@pref.nagano.lg.jp

産業人材育成支援センター 53,335

事業費

【次世代産業創出】

人材育成課

 FAX 026-235-7328 [ 44,359 ]

 E-mail jinzai@pref.nagano.lg.jp

工科短期大学校・技術専門校 1,595,672

運営事業費

人材育成課

 FAX 026-235-7328 [ 1,595,055 ]

 E-mail jinzai@pref.nagano.lg.jp （一部　雇用基金活用事業）

　県内中小企業のマーケティング力の強化を図るた

め、販路開拓や受発注取引を支援します。

　　・マーケティングに関する相談対応、助言

拡 ・国内外展示商談会への出展支援

    ・技術提案型商談会等による国内外の販路

　　 開拓強化

    ・中小企業外国特許出願支援

新 ・北陸新幹線金沢延伸に向けた経済交流

　　 連携の促進（海外バイヤー招聘）　　　　　　　等

　新規学卒者・離転職者等に対し、就業に必要な知

識・技能・技術を習得するための職業訓練を実施しま

す。

＊工科短期大学校定員充足率

　　　80.0％(H24)→100％(H25)

＊技術専門校定員充足率

　　　71.1％(H24)→80％(H25)

　県内産業界に必要な人材の育成・確保、また、県民

のライフステージに応じたキャリア教育などについて、

関係団体等で構成する「産業人材育成支援ネット

ワーク(27団体)」と一体となって総合的に人材育成の

支援を図ります。

　　・産業人材カレッジ（スキルアップ講座）事業

　　・信州ものづくりマイスター事業　等

＊講座開催数：180コース(H19～23平均)

　　　→210コース(H25)

＊マイスター派遣数：５回(H24)→５回(H25)

＊受発注取引相談件数

　　　2,117件(H24.12）→2,800件(H25)

　 雇用の確保及び地域経済の活性化を図るため、産

業集積を強力に推進します。

　　・ 成長が期待される産業分野に重点を置いた

　　　集中的な企業訪問を実施するとともに、産学

　　　官の連携による企業誘致を展開

　　・ものづくり産業応援助成金の交付

　

＊企業誘致件数：30件(H24)→40件(H25)

38 （商工労働部－2）



（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]
事　　業　　内　　容

民間活用委託訓練事業費 505,841

（工科短期大学校・技術専門

校運営事業費　再掲）

人材育成課

 FAX 026-235-7328 [ 440,011 ]

 E-mail jinzai@pref.nagano.lg.jp

小規模事業経営支援事業費 2,385,433

産業政策課

 FAX 026-235-7496 [ 2,391,232 ]

 E-mail sansei@pref.nagano.lg.jp

中小企業連携組織支援 182,844

事業費

産業政策課

 FAX 026-235-7496 [ 184,459 ]

 E-mail sansei@pref.nagano.lg.jp

中小企業融資制度資金 71,541,781

経営支援課

 FAX 026-235-7496 [71,541,404]

 E-mail keieishien＠pref.nagano.lg.jp

新

金融円滑化ヘルプデスク 9,927

設置事業費

事業主体　長野県中小企業振興センター

経営支援課 ＊相談件数：120件(H25)

 FAX 026-235-7496 [ 0 ]

 E-mail keieishien＠pref.nagano.lg.jp （雇用基金活用事業）

   離転職者等の多様な訓練ニーズ等に対応するた

め、専修学校等の民間教育訓練機関に委託し、就業

に必要な職業訓練を実施します。

＊定員充足率：88.5%(H21～23平均)→90%(H25)

   中小企業の連携組織の育成及び運営を支援し、経

営基盤の強化を図ります。

＊相談助言件数

   8,000件(H24)→8,000件(H25)

＊講習会参加者数

   2,000人(H24)→2,000人(H25)

　中小企業金融円滑化法期限後の出口戦略として、

中小企業の経営改善を支援するため、相談体制を整

備します。

    ・金融円滑化ヘルプデスクの設置

   金融機関、長野県信用保証協会等と協調し、中小

企業者に低利な資金をあっせんするとともに、信用保

証料の一部を補助することにより、中小企業の事業活

動に必要な資金を円滑に供給します。

　

新 ・経営力強化支援資金の創設

新 ・新事業活性化資金(海外展開向け)の創設

拡 ・緊急借換対策資金の貸付条件の見直し

＊融資目標額：1,000億円(H24)→1,000億円(H25)

   商工団体の機能強化と小規模企業支援策の改革

を推進し、商工団体の総合的なレベルアップを通じ

て、小規模事業者の改善発達を支援します。

＊巡回・窓口相談回数

   14万回(H24)→14万回(H25)

＊講習会等による指導回数

   2,500回(H24)→2,500回(H25)
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]
事　　業　　内　　容

創業・事業引継ぎ支援事業費 3,289

【次世代産業創出】

事業主体　長野県中小企業振興センター

経営支援課

 FAX 026-235-7496 [ 2,657 ]

 E-mail keieishien＠pref.nagano.lg.jp

新

ICT（情報通信技術）活用 14,328

促進事業費

事業主体　長野県中小企業振興センター

経営支援課 ＊ICT活用支援事例：８件(H25)

 FAX 026-235-7496 [ 0 ]

 E-mail keieishien＠pref.nagano.lg.jp （雇用基金活用事業）

新

地域の特色を活かした商店街 3,062

創造支援事業費

補助対象 市町村

事業主体　　 中心市街地の活性化に取り組む

「まちづくりグループ」　　

経営支援課 補助率 1/2以内

 FAX 026-235-7496 [ 0 ]

 E-mail keieishien＠pref.nagano.lg.jp ＊実施箇所数：４箇所(H25)

ジョブカフェ信州運営事業費 63,463

【雇用・社会参加促進】

労働雇用課

 FAX 026-235-7327 [ 58,178 ]

 E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

　地域の特性やニーズを捉えた新しい商店街の創造

を図るため、次代を担う人材の育成及び地域が一丸

となり継続的に取り組む事業を支援します。

＊創業相談件数：98件(H24.12）→120件(H25)

　創業による経済活動の活性化と雇用創出を図るた

め、相談・助言をワンストップで実施するとともに、創

業しようとする者を対象としたセミナーを開催します。

　後継者不在などで事業活動を継続できない中小企

業者への相談窓口を設置し、相談・助言を実施しま

す。

　

新 ・「ながの創業サポートオフィス」の分室を開設

　　・学生向け創業セミナーの開催

新 ・女性向け創業セミナーの開催　　　　　　等

　県内ものづくり企業等のICT活用による経営革新を

促進するため、ICT活用推進員を配置し、企業の相

談・助言に対応するとともに、セミナー等を開催しま

す。

　

　　・ICT活用に関する相談対応、助言

　　・ICT活用セミナーの開催　　　等

  学生を含め40代前半までの方に、キャリア・コンサル

ティング、就職情報の提供、職業紹介の３つのサービ

スをワンストップで提供するとともに、失業者の正規雇

用に向けたキャリア相談等を実施します。

新　・中小企業と求職者間のミスマッチを解消する

　　　 ため中小企業就職支援員を配置

＊就職率：34.1％(開所時からの平均)→50％(H25)

＊ジョブチャレ体験延べ日数

   240日(H24)→450日(H25)

　（一部　雇用基金活用事業）
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]
事　　業　　内　　容

7,256

「中間的就労の場」創出・支援

事業費

【雇用・社会参加促進】

労働雇用課

 FAX 026-235-7327 [ 4,049 ]

 E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

パーソナル・サポート・モデル 100,390

事業費

【雇用・社会参加促進】

労働雇用課

 FAX 026-235-7327 [ 90,910 ]

 E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

新卒未就職者等人材育成 169,316

事業費

労働雇用課

 FAX 026-235-7327 [ 349,692 ]

 E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

障害者民間活用委託訓練事業費 72,809

（工科短期大学校・技術専門

校運営事業費　再掲）

人材育成課

 FAX 026-235-7328 [ 75,996 ]

 E-mail jinzai@pref.nagano.lg.jp

障害者職域拡大アドバイザー 10,269

設置事業費

【雇用・社会参加促進】

労働雇用課

 FAX 026-235-7327 [11,049]

 E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp （雇用基金活用事業）

　障害認定には至らない就労困難者の支援強化を図る

ため、就労機会の担い手となる中間的就労事業を実施

する団体の育成、開拓を行います。

新　・中間的就労コーディネーターを設置

＊中間的就労事業に意欲を持つ事業所開拓

　　２所(H24)→10所(H25)

＊モデル雇用：８人(H24)→10人(H25)

   障害者の雇用の拡大を図るため、障害者に応じた

職業訓練をＮＰ０法人等の民間教育訓練機関に委託

し、就職に必要な知識や技能の習得を図ります。

＊定員充足率：75.8％(H23)→80％(H25)

　大学・高校等を卒業後３年以内の未就職者に新た

な雇用機会を創出するため、民間事業者等に基礎研

修（OFF-JT）と職場実習（OJT）を委託し、企業が求

める人材を育成するとともに、職場実習受入れ企業等

における正規雇用を図ります。

＊職場実習先での正規雇用者

　　35人(H24)→54人以上(H25)

（雇用基金活用事業）

　小規模事業所等における障害者雇用を進めるため

に、障害者職域拡大アドバイザーを配置して、施設見

学会・セミナーの開催や事業所訪問等を通じて、障害

者に対する理解の向上と雇用の促進を図ります。

＊障害者就職：130人(H24)→150人(H25)

　経済的に困窮する方や社会的に孤立しがちな方に

対して、パーソナル・サポーターが寄り添う形で、当事

者の支援ニーズに合わせて、制度横断・継続的に各

種支援策のコーディネート等を行います。

拡　・就労開拓担当者を選任し、出口戦略(就労)

　　　を強化

＊就労率：31％(H24)→34％(H25)
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]
事　　業　　内　　容

新

「人生二毛作社会の仕組みづくり」 720

検討事業費

【雇用・社会参加促進】

労働雇用課 [0]

 FAX 026-235-7327

 E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

Ｕ・Ｉターン促進事業費 36,637

【雇用・社会参加促進】

労働雇用課

 FAX 026-235-7327 [ 36,556 ]

 E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

雇用創出関係基金事業費 1,814,611

労働雇用課

 FAX 026-235-7327 [ 1,488,378 ] ※ この他、平成24年度２月補正予算（経済対策分）に

 E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp 2,390,000千円を計上しています。

労働相談事業費 10,589

労働雇用課

 FAX 026-235-7327 [ 10,568 ]

 E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

仕事と家庭両立支援推進 11,789

事業費

【雇用・社会参加促進】

労働雇用課

 FAX 026-235-7327 [ 11,648 ]

 E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

   労使間のトラブルを円滑に解決するため、専任の

相談員による労働相談のほか、必要に応じて弁護士

や産業カウンセラー等による専門的な労働相談を実

施します。

＊相談件数：1,200件(H24）→1,200件(H25)

   仕事と家庭の両立に関する啓発や、誰もが働きや

すい勤務制度の研究・普及を行い、性別にかかわり

なく子育てや介護に携わりながら、能力を発揮して働

ける職場環境づくりのために、企業の取組を支援しま

す。

　　・セミナーの開催や先進的な取組を行う企業の

　　　表彰等によるワークライフバランスの推進

新 ・短時間勤務制度など多様な働き方の研究と普及

新 ・県幹部やアドバイザーによる企業への働きかけ

＊「社員の子育て応援宣言」登録数

　　〈累計〉260社（H24)→320社(H25)

（一部　雇用基金活用事業）

   合同企業説明会やＩターン希望者向けフェアなどの

開催、求人情報などの各種情報提供を通じ、県外か

ら県内への就職促進を図ります。

   また、県内ハローワークや県外大学等と連携し、県

内企業の人材確保を図ります。

＊Ｉターン就職：30人(H24)→60人(H25)

＊Ｕターン就職率：44％(H24)→46％(H25)

（一部　雇用基金活用事業）

  離職を余儀なくされた失業者等に雇用機会を創出

するための事業を実施するとともに、震災被災地域

（栄村）の本格的な雇用復興を図るため、全員参加

型・世代継承型の先導的な事業を実施します。

　高齢者が長年培った専門的知識や技術、経験を活

かした形で、就職や創業又は社会参加が可能となり、

併せて県内産業の人材確保に資するような「人生二

毛作社会」を実現するための新しい仕組みを、関係

団体と一緒に検討します。
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観　光　部

※【　】は長野県総合５か年計画のプロジェクト関連事業

観光地域づくり促進事業費

7,992

・ 信州観光地域づくりマネジメント塾の開催

・ 観光地域づくり組織の育成

・ 滞在交流型プログラム群の創出支援

観光振興課

 FAX 026-235-7257 [ 0 ] ＊ 中核人材育成数　20名（H25）

 kankoshin@pref.nagano.lg.jp ＊ 滞在交流型プログラム群創出地域数　１地域（H25）

観光おもてなし推進事業費

29,704

・ 県民に向けた「おもてなしキャンペーン」の展開

・ 事業者向けおもてなしハンドブックの作成配布

・ 旅行者満足度調査の実施・公表

＊

観光振興課

 FAX 026-235-7257 [ 0 ]

 kankoshin@pref.nagano.lg.jp （雇用基金活用事業）

3,685

観光企画課

 FAX 026-235-7257 [ 0 ] ＊ 滞在型観光地づくり候補地の選定　2地域（H25）

 kankoki@pref.nagano.lg.jp

県産品振興事業費 1,738

・

＊

観光振興課

 FAX 026-235-7257 [ 6,489 ]

 kankoshin@pref.nagano.lg.jp （雇用基金活用事業）

テストマーケティング参加企業数　延べ20社（H25）

　観光サービス全般にわたる接客と、県民参加によるお

もてなしの向上により、誘客の拡大とリピーターの確保

を図ります。

　県産品の利用拡大のため、商品の認知度向上を図る

とともに、消費者ニーズの把握により品質向上を図りま

す。

県産品のテストマーケティングの実施

事　業　名

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

　観光地域づくりを牽引していく中核人材の育成と、滞

在交流型プログラム群の創出支援により、魅力的な観

光エリアの形成を図ります。

【農山村産業クラスター形成】

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

                         （千円）

【農山村産業クラスター形成、信州

ブランド確立】

　山岳高原を活かした世界水準の滞在型観光地づくり

を推進するため、目指す姿や課題、取組の方向性を明

らかにするとともに、地域主体の観光地づくりを支援し

ます。

　

　・　検討会の開催、ワーキングチームによる課題検討

　・　滞在型観光地づくりの候補地への専門家の派遣

山岳高原を活かした世界水準の

滞在型観光地づくり推進事業費

【農山村産業クラスター形成】

観光事業者、地域住民等のおもてなしに対する満足

度　「大変良かった」　20％（H29）

新

新

新

新
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事　業　名

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

                         （千円）

ワインブランド化推進事業費 24,345

・

＊

観光振興課

 FAX 026-235-7257 [ 0 ]

 kankoshin@pref.nagano.lg.jp （雇用基金活用事業）

938

観光企画課

 FAX 026-235-7257 [ 1,033 ] ＊ 能力向上研修受講者

 kankoki@pref.nagano.lg.jp 232人（H24）→250人（H25）

山岳遭難防止対策事業費 4,108

観光企画課

 FAX 026-235-7257 [ 3,671 ] ＊

 kankoki@pref.nagano.lg.jp

25,000

・

・

・

＊

観光振興課 8,435万人（H23）→8,619万人（H25）

 FAX 026-235-7257 [ 50,000 ] ＊

 kankoshin@pref.nagano.lg.jp

信州森林ｅｃｏコインの推進　　　　　ほか

ホームページの構築、首都圏でのPRイベントの開

催等による情報発信

　県産ワインやワイン用ぶどうの評価が高まるなか、県

産ワインのブランド化を推進することにより誘客の促進

を図ります。

原産地呼称管理制度認定ワイン取扱店舗数（全

国）： 439店舗（H23）→500店舗（H25）

【農山村産業クラスター形成、信州

ブランド確立】

観光消費額

　安全で楽しい登山を提供するため、長野県独自の制

度である信州登山案内人の資質向上と積極的なＰＲに

より、その利用を促進します。

　

　　・信州登山案内人能力向上研修の開催

　　・メディアトリップによるPR

信州登山案内人の利用促進事

業費

【農山村産業クラスター形成】

信州四季旅キャンペーン事業費

観光地利用者数

・長野県山岳遭難防止対策協会設立50周年記念

式典の開催

北アルプス三県遭難防止啓発活動

首都圏で１回、県内で2回以上実施

　全県的な観光ＰＲキャンペーンを実施し、観光旅行者

が繰り返し訪れ、長期滞在を楽しむことができる「宿泊

滞在型」「県内周遊型」観光を推進します。

四季を通じた観光情報の継続的発信（季刊信州、

Ｗｅｂ、ポスター）

北陸新幹線延伸に向けた集中キャンペーン

【農山村産業クラスター形成】

　登山者の遭難事故を未然に防止し、迅速な救助活動

を推進するため、長野県山岳遭難防止対策協会が行う

事業に支援すること等により山岳遭難防止を図ります。

 

3,063億円（H23）→3,140億円（H25）

新

新
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事　業　名

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

                         （千円）

19,928

・ スキー場誘客イベントの開催・出展

・ 雑誌・テレビ等各種媒体によるPR

・

観光振興課 ＊

 FAX 026-235-7257 [ 20,379 ] 697万人（H23）→700万人以上（H25）

 kankoshin@pref.nagano.lg.jp

7,448

・

・

・

観光企画課 ・

 FAX 026-235-7257

 kankoki@pref.nagano.lg.jp ＊

観光振興課 56.9%（H23）→60％（H25）

 FAX 026-235-7257 [ 2,963 ]

 kankoshin@pref.nagano.lg.jp （一部　雇用基金活用事業）

20,442

＊ 楽園信州ファンクラブ会員：10,000人以上（H25）

＊ おもてなしスポット数：1,000施設（H25）

移住・交流課 ＊ 観光大使委嘱：２人（H24）→５人（H25）

 FAX 026-235-7257 [ 593 ]

 iju@pref.nagano.lg.jp （一部　雇用基金活用事業）

北陸地域での長野県への旅行意向率

　楽園信州ファンクラブの会員増による情報発信や、観

光大使の発信力の活用により、長野県への誘客を図り

ます。

　・ファンクラブへの加入促進、おもてなしスポットの

　サポート

　・観光大使による長野県のＰＲ活動

　2　大都市圏等でのPR

北陸新幹線誘客推進員の設置

広域周遊ルートPRパンフレットの作成・配布

観光PRイベント、旅行商品造成商談会の開催

楽園信州ファンクラブ・観光大使

事業費

北陸新幹線延伸を活かした観光

振興事業費

　市町村、民間団体との連携により、魅力に満ちた新た

なスノーリゾートの形を発信することで、スキー場利用者

数の拡大を図ります。

「スノーリゾート信州」プロモー

ション事業費

【農山村産業クラスター形成】

隣県（富山県・新潟県）との共同PR

ファミリー、若年層をターゲットにしたプロモーション

の実施

スキー場利用者数

　北陸新幹線の金沢延伸により、北陸地域が観光面で

も有望なマーケットとなることから、北陸地域及び大都

市圏において認知度向上、誘客促進を図ります。

　１　北陸地域でのPR

新
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事　業　名

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

                         （千円）

5,498

＊ 合宿宿泊人数（延べ数）

移住・交流課 77万人（H23）→80万人（H25）

 FAX 026-235-7257 ＊ 国際会議開催件数：12件（H24）→12件（H25）

 iju@pref.nagano.lg.jp [ 4,551 ]

（雇用基金活用事業）

50,204

・ 海外メディア等の招へい

・

・

観光振興課　国際観光推進室

 FAX 026-235-7257 [ 33,344 ] ＊

 kankoshin@pref.nagano.lg.jp 20.3万人（H23）→32.8万人（H25）

移住・交流推進事業費 12,213

＊ 県が関わる相談件数

231件（H23）→4,000件（H25）

＊ ホームページアクセス件数

移住・交流課

 FAX 026-235-7257 [ 13,371 ] ＊ 移住者、Ｉターン就職者

 iju@pref.nagano.lg.jp 456人（H23）→600人（H25）

現地観光説明・商談会の開催及びトップセールス

による海外プロモーションの実施

中華圏からの個人旅行者誘致のための周遊バス

を運行

外国人宿泊者数

　大都市をはじめとした県外居住者に対して、総合的・

横断的な移住・交流施策を推進し、長野県への移住者

や交流人口の拡大を図ります。

　・名古屋、大阪に移住・交流センター機能を拡充

　・県内移住者と受入関係者との交流の場づくり

　・交通事業者等と移住に伴う移動コストの低減策を

　検討

【誇りある暮らし実現、活動人口増

加】

　市町村や宿泊施設等と連携し、スポーツ合宿やＭＩＣ

Ｅ（会議やイベント等）の誘致活動を行うとともに、市町

村や観光事業者を対象とする研修会等を開催し、県内

各地の受入れ体制の充実を図ります。

　

　

　・スポーツ合宿・ＭＩＣＥ誘致推進員による誘致活

　 動の推進

　・受入施設データーブックやパンフレットの作成

スポーツ合宿・ＭＩＣＥ誘致促進

事業費

【次世代産業創出」、農山村産業ク

ラスター形成】

 成長著しい中国はじめ東アジアや東南アジアを主な

ターゲットに、各市場の特性に応じた効果的な誘客活

動を強化するとともに、官民一体となった誘客体制を整

備し、外国人旅行者の増加を図ります。

外国人旅行者戦略的誘致推進

事業費

【次世代産業創出、農山村産業クラ

スター形成】

71,556件（H23）→80,000件（H25）

※ ＭＩＣＥ：会議（Meeting）、報奨旅行（Incentive Travel）、国際

会議（Convention）、展示会・見本市（Exhibition/Event）

新
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事　業　名

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

                         （千円）

3,493

＊ 訪日教育旅行受入団体数

移住・交流課 41団体（H23）→110団体（H25）

 FAX 026-235-7257 [ 994 ] ＊ 農村体験に係る旅行商品数

 iju@pref.nagano.lg.jp 1商品(H23)→10商品（H25）

11,500

観光企画課　信州ブランド推進室

 FAX 026-235-7257 [ 0 ]

 brand@pref.nagano.lg.jp

48,845

＊ 信州ブランド戦略の県民認知度：50％以上

観光企画課　信州ブランド推進室

 FAX 026-235-7257 [ 712 ]

 brand@pref.nagano.lg.jp （雇用基金活用事業）

　 外国籍県民を取り巻く生活上の様々な課題に対

多文化共生推進事業費 13,599 応し、国、市町村、関係団体等との連携強化を図り

ながら、母国語による相談や情報提供を行うとともに、

外国籍県民が主体となった活動を促進するなど、

多文化共生施策を実施します。

国際課 ＊ 外国籍県民の主体的活動団体　２団体（H25）　

 FAX 026-232-1644 [ 13,546 ] ＊ 地域共生コミュニケーター登録人数

 kokusai@pref.nagano.lg.jp 292人（H24）→310人（H25）

　（財）長野県国際交流推進協会の運営体制を強化

（財）長野県国際交流推進 2,896 し、社会経済情勢の変化に伴い、ニーズが高まって

協会運営補助事業費 いる外国籍県民に対する施策を充実させるため、同

協会を支援します。

国際課

 FAX 026-232-1644 [ 2,896 ] ＊ 協会の安定的な事業運営

 kokusai@pref.nagano.lg.jp ＊ 平成25年4月公益財団法人へ移行

　「国際青少年交流農村宣言」の普及を図り、市町村や

地域と一体となって、農村交流の拡大や県内への学習

旅行の誘致を促進します。

　・農村ツーリズムセミナーの開催

　・農村交流ＰＲパンフレットの作成

「国際青少年交流農村宣言」推

進事業費

【農山村産業クラスター形成】

首都圏における信州ブランド総

合発信拠点整備検討事業費

【信州ブランド確立】

　市町村や産業界と協働して、首都圏における信州ブ

ランドの総合的な発信拠点のあり方について検討しま

す。

・検討会議の開催

・検討に係る調査業務委託

　多くの県民や関係団体の参画を得て信州ブランド戦

略の推進に取り組み、継続的にブランド力を磨き上げる

ため、信州ブランド戦略を継続的に広報発信します。

信州ブランド戦略発信事業費

【信州ブランド確立】

新
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事　業　名

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

                         （千円）

河北省友好提携３０周年 3,587

記念長野県友好代表団

派遣事業費

国際課

 FAX 026-232-1644 [ 0 ] ＊ 教育や観光面における相互交流の促進

 kokusai@pref.nagano.lg.jp

　河北省との友好提携30周年に際し、知事を団長とす

る友好訪問団を中国に派遣し、国際人材育成のための

学術交流を推進するとともに、教育旅行の誘致を図りま

す。

新
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農　政　部

※【　】は長野県総合５か年計画のプロジェクト関連事業

（千円）

663,153

【農山村産業クラスター形成】

【環境・エネルギー自立地域創造】

【活動人口増加】

農村振興課 （一部　雇用基金活用事業）

 FAX 026-235-7483 [ 449,754 ]

 E-mail noson@pref.nagano.lg.jp

425,572

【環境・エネルギー自立地域創造】

農村振興課

 FAX 026-235-7483 [ 193,025 ]

 E-mail noson@pref.nagano.lg.jp

591,397

債務負担行為

（426,824）

農村振興課

 FAX 026-235-7483 [ 56,092 ] ＊農業開発公社による担い手への農地売渡面積

 E-mail noson@pref.nagano.lg.jp 　  ：72.6ha(H23)→87ha(H25)

人と農地を明日へとつなぐ

支援事業費

農業で夢をかなえる支援事

業費

　「日本一就農しやすい長野県」の実現に向けて、新

たに市町村やJA等の就農情報を含めて一元的に発

信し、就農希望者の誘致拡大に取り組むとともに、引

き続き就農相談や体験・研修、就農後の経営安定に

向けた支援を実施します。

１　農業リーダー育成事業

２　就農サポート事業

 　・　新規就農者スマート誘致システム構築事業

３　新規就農里親支援事業

４　農業大学校研修事業

＊新規就農者数（40歳未満）：211人(H23)→250人(H25)

  １　農地保有合理化促進事業

  ２  農業開発公社経営改革推進事業

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

（＊は各事業の成果目標）

　地域農業の持続的発展を図るため、地域の中心と

なる農業経営体の育成を促進するとともに、農地の

集積・有効利用を支援します。

１　経営体育成支援事業

２　人・農地プラン総合対策事業

３　遊休農地活用総合対策事業

 　・中山間集落営農組織支援事業

　　事業主体　　　市町村、営農組織等

　　補助率　　　　 定額、1/2、3/10等

農地保有合理化促進事業

費

　農業経営の規模拡大や農地の集団化を更に促進

するため、（財）県農業開発公社の経営改革を進める

とともに、地域の担い手となる新規就農者や認定農

業者等への農地の集積を支援します。

＊法人化した経営体数

    ：758法人(H22)→780法人(H25)

＊企業的経営体へ発展させる経営体数

　　：7,939経営体(H22)→8,200経営体(H25)

  　・　農業開発公社機能強化事業

  　・　強化基金国庫補助金返還

新
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

（＊は各事業の成果目標）

269,221

事業主体 市町村等

補助率 定額又は10/10以内

農業技術課

 FAX 026-235-8392 [ 299,774 ] ＊米の直接支払交付金への加入面積

 E-mail nogi@pref.nagano.lg.jp 　　:21,596ha(H23)→22,500ha（H25)

43,500

　１  新たな産地を築く園芸品目振興プロジェクト事業

　２　マーケット需要対応力・収益力強化事業

　３　園芸産地継承支援事業

事業主体　　市町村、農業協同組合、営農組織等

補助率　　　　1/2以内

園芸畜産課

 FAX 026-235-7481 [ 45,500 ]

 E-mail enchiku@pref.nagano.lg.jp

100,094

事業主体　　農業生産法人

補助率　　　　1/2以内

＊ 共同利用施設の整備：1か所(H25)

園芸畜産課

 FAX 026-235-7481 [ 25,094 ]

 E-mail enchiku@pref.nagano.lg.jp

直接支払推進事業費 　農業経営の安定と国内生産力の確保による食料自

給率の向上等を図るため、経営所得安定対策の普

及推進、対象作物の生産数量目標の設定及び作付

面積の確認等を行う市町村等を支援します。

※この他、平成24年度2月補正予算（経済対策分） に

   165,000千円を計上しています。

園芸産地強化対策整備事

業費

　生産・流通コストの低減、高品質で高付加価値な園

芸作物の生産・供給体制の確立及び契約取引を推

進するため、共同利用施設の整備を支援します。

需要に応える園芸産地育

成事業費

　消費者や実需者の需要に積極的に応える園芸産

地を育成するため、県オリジナル品種の導入や多様

な品目・出荷時期の生産拡大による生産力・販売力

の強化を支援します。

＊県育成なし「サザンスイート」産地早期育成のための高

  接ぎ更新モデル園の設置：50ａ(H25)

＊アスパラガス４月どり産地早期育成のための１年養成

　苗の生産：8万本(H25)

＊トルコギキョウ晩秋出荷産地育成のためのモデルほ場

　の設置：3か所(H25)

新
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

（＊は各事業の成果目標）

936,892

債務負担行為

（12,300）

事業主体 　　(財)長野県野菜生産安定基金協会

補助率　　　　定額

＊指定野菜価格安定資金の造成 ： 6,991,402千円

＊契約指定野菜安定供給資金の造成 ： 198,636千円

＊特定野菜価格安定資金の造成 ： 1,000,044千円

＊野菜生産安定資金の造成 ： 748,398千円

園芸畜産課 ＊重要野菜出荷調整資金の造成 ： 716,464千円

 FAX 026-235-7481 [ 509,439 ] ＊特産花き生産出荷安定資金の造成 ： 120,847千円

 E-mail enchiku@pref.nagano.lg.jp ＊きのこ生産安定資金の造成 ： 1,307,989千円

ワイン生産アカデミー事業費 927

【農山村産業クラスター形成】

【信州ブランド確立】

園芸畜産課

 FAX 026-235-7481 [ 0 ] ＊受講者のうちワイナリーの起業を目指す就農者数

 E-mail enchiku@pref.nagano.lg.jp 　　：5名(H29)

自給飼料増産対策事業費 11,669

　１  自給飼料分析機能の強化

　２　県産自給飼料の広域流通体制の構築

　３　県育成飼料作物新品種の種子の確保

園芸畜産課

 FAX 026-235-7481 [ 8,446 ] ＊県オリジナル品種の種子確保量：120㎏(H25)

 E-mail enchiku@pref.nagano.lg.jp ＊県内のコントラクターの組織化：1組織(H25)

酪農経営緊急支援事業費 10,968

（雇用基金活用事業）

園芸畜産課     

 FAX 026-235-7481 [ 0 ] ＊能力検定による乳量乳質改善酪農家数：130戸(H25)

 E-mail enchiku@pref.nagano.lg.jp ＊牛群検定への移行酪農家数 ：15戸(H25)

野菜等価格安定対策事業

費

　農業者の経営安定と野菜等の安定供給を図るた

め、価格低落時に価格差補給金等を交付するため

の資金造成を支援します。

　酪農家の経営安定を図るため、乳牛の乳量乳質の

向上と自給飼料への転換を支援します。

　県内でワイナリーを起業しようとする意欲ある新規

参入者を支援するため、ぶどう栽培からワイナリー経

営に係る基礎的な知識・技術を習得する講座「ワイン

生産アカデミー」を開講します。

　飼料価格が高騰する中、畜産農家の経営安定を図

るため、良質な県産自給飼料の増産と利用拡大によ

る生産コストの低減を支援します。

新

新
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

（＊は各事業の成果目標）

8,312

事業主体 農業団体等

補助率 10/10以内又は1/2以内

＊信州の環境にやさしい農産物認証面積

　　：1,594ha(H23)→1,680ha(H25)

＊生産者ＧＡＰに取り組むＪＡ生産部会・農産物直売所の

農業技術課 　 割合：13%(H23)→18％(H25)

 FAX 026-235-8392 [ 19,041 ] ＊講座参加者が有機農業に取り組む割合

 E-mail nogi@pref.nagano.lg.jp 　　：18%(H23)→25%（H25)

554,403

事業主体　　市町村、市町村協議会等

補助率 定額又は1/2以内

農業技術課 （条件不利地域は55/100以内）

 FAX 026-235-8392 [ 938,968 ]

 E-mail nogi@pref.nagano.lg.jp ＊被害対策自立集落率：13.8%（H23）→24%（H25)

19,826

農業政策課 １ 県産農産物や農用地土壌等の放射性物質検査

 FAX 026-235-7393 　　の実施

 E-mail nosei@pref.nagano.lg.jp ２ 肉牛の放射性物質全頭検査及び栽培きのこの

園芸畜産課 　　スクリーニング調査の実施

 FAX 026-235-7481 [ 17,472 ]

 E-mail enchiku@pref.nagano.lg.jp （一部　雇用基金活用事業）

3,990

農業政策課農産物マーケティング室

 FAX 026-235-7393 [ 5,113 ]

 E-mail marketing@pref.nagano.lg.jp

環境にやさしい農業総合対

策事業費

信州農産物マーケティング

戦略推進事業費

　生産者所得の向上を図るために、県産農産物の国

内外でのＰＲ活動、輸出促進に向けた海外フェアの

開催等の取組を支援します。

＊農産物取扱品目：

　　シンガポール　新規10品目（H25)

　　台湾、香港、タイ　継続５品目（H24～25）

＊PRイベントの実施：関東3回、中京・関西各1回

　環境と調和のとれた農業を促進するため、信州の

環境にやさしい農産物認証等への取組の面的拡大

を図るとともに、引き続きＧＡＰ(農業生産工程管理)の

推進と有機農業に取組む生産者への支援を行いま

す。

野生鳥獣被害総合対策事

業費

　野生鳥獣による農作物被害を防止するため、被害

地域への支援体制を整備し、侵入防止柵の設置や

集落ぐるみによる捕獲体制の整備等の被害対策を総

合的に支援します。

　また、積雪地帯におけるニホンジカの被害に対応

するため、効果的な防除技術の実証を行います。

農畜産物等放射性物質検

査事業費

　県産農畜産物等の安全・安心を確保するため、引

き続き放射性物質検査を実施します。
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

（＊は各事業の成果目標）

16,074

農業政策課農産物マーケティング室

 FAX 026-235-7393 [ 0 ]

 E-mail marketing@pref.nagano.lg.jp

73,065

【信州ブランド確立】

【農山村産業クラスター形成】

【環境・エネルギー自立地域創造】

＊「おいしい信州ふーど(風土）」の県民認知度

農業政策課農産物マーケティング室 　　：24.3%(H24)→55%（H25)

 FAX 026-235-7393 [ 48,101 ]

 E-mail marketing@pref.nagano.lg.jp

4,302

【農山村産業クラスター形成】

農業政策課農産物マーケティング室 ＊総合化事業計画の認定件数：39件(H24)→54件(H25)

 FAX 026-235-7393 [ 0 ]

 E-mail marketing@pref.nagano.lg.jp

　農業経営の多角化を図るため、各地域に「地域農

業６次産業化研究会」を設け、農業者と商工・観光業

者等との連携により、高付加価値化や販路開拓につ

ながる６次産業の事業化を進めます。

１　信州農業６次産業化推進会議の開催

２　地域農業６次産業化研究会の設置（10広域）

３　他産業と連携する取組みへの支援

　　　事業主体　農業者等

　　　補助率　　 1/2以内

４　小規模事業者への法人化研修の開催

信州農業６次産業化推進

事業費

　「おいしい信州ふーど(風土）」の県民の皆様との共

有によるブランド力の強化とともに、地産地消の推進

や県産農畜産物の消費拡大を図るため、「おいしい

信州ふーど(風土）」大使を先頭に県内外へ積極的

に発信します。

　１　「おいしい信州ふーど(風土）」大使と生産者、実

　　　需者との交流

　２　キャラバン隊による県内主要施設でのＰＲ

　３　地産地消「信州を食べよう」シンポジウムの開催

　４　次世代信州農業マーケティングアカデミーの

　　　設置

　５　県外トップセールス、商談会の開催

（一部　雇用基金活用事業）

＊情報発信拠点「おいしい信州ふーど(風土）」

　　SHOP(仮称)の登録：100店舗(H25)

＊新たに認定される10事業体の新規販売増加額

　　：150,000千円（H26)

加工用野菜等供給体制構

築事業費

「おいしい信州ふーど（風

土）」プロジェクト推進事業

費

　食品加工製造業のニーズを的確に把握し、県産加

工用野菜等を供給する体制を構築するとともに、食

品関係企業の直営農場や委託農場の誘致を進めま

す。

（雇用基金活用事業）

＊食品加工製造業との契約件数：15件(H25)

＊野菜生産農場若しくは委託農場の誘致：1件(H25)

新

新
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

（＊は各事業の成果目標）

補助公共事業費 6,943,938 補助公共事業費

債務負担行為

（7,376,000）

農地整備課

 FAX 026-233-4069 [ 9,255,288 ]

 E-mail nochi@pref.nagano.lg.jp

県単独公共事業費 305,645 県単独公共事業費

農地整備課

 FAX 026-233-4069 [ 347,645 ]

 E-mail nochi@pref.nagano.lg.jp

1,254,124

農村振興課

 FAX 026-235-7483 [ 1,253,216 ]

 E-mail noson@pref.nagano.lg.jp ＊協定面積：9,909ha(H23)→9,945ha(H25)

農村交流活性化支援事業費 6,960

【誇りある暮らし実現】

【農山村産業クラスター形成】

農業政策課農産物マーケティング室

 FAX 026-235-7393 [ 4,011 ] ＊都市農村交流人口

 E-mail marketing@pref.nagano.lg.jp     ：549,210人(H23)→560,000人(H25)

区　　分 要　　求　　額

2,251,926千円

要　　求　　額

生 産 基 盤 2,676,920千円

農 村 整 備

防 災 2,015,092千円

生 産 基 盤

計

計 6,943,938千円

防 災

　交流人口の増加により、農山村地域の活性化を図

るため、地域の特性を活かした都市農村交流を推進

する県域的な活動やその拠点施設の整備を支援し

ます。

１　都市農村交流対策事業

　　全県的な都市農村交流推進活動への支援

２　やすらぎ空間整備事業

　　都市農村交流施設整備への支援

中山間地域農業直接支払

事業費

※この他、平成24年度2月補正予算（経済対策分）に

　 6,862,312千円を計上しています。

　　事業主体　　協定締結集落、市町村等

　　交付率　　　 定額

区　　分

233,168千円

72,477千円

305,645千円

　中山間地域において、農業・農村の持つ多面的機

能を確保するため、集落内での話し合いに基づく自

律的かつ継続的な耕作や農道の維持・管理等の取り

組みを支援します。
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

（＊は各事業の成果目標）

山村等振興対策事業費 25,410

農村振興課

 FAX 026-235-7483 [ 94,166 ]

 E-mail noson@pref.nagano.lg.jp

230,800

農地整備課

 FAX 026-233-4069 [ 208,500 ] ＊農地・水・環境の保全活動実施面積

 E-mail nochi@pref.nagano.lg.jp     ：13,800ha(H24)→14,200ha(H25)

定額交付率

農地・水保全管理支払事業

費

　農村地域の環境を保全するため、地域ぐるみで行

う農道や用排水路等の適切な保全管理のための共

同活動と、農業用施設の長寿命化のための向上活

動を支援します。

事業主体 地域協議会、活動組織、市町村

　　老朽化が進む農業用施設の長寿命化のための

　活動への支援

３　市町村推進交付金

　　市町村が行う活動組織に対する確認事務等の

　支援

　　草刈り、用排水路の泥上げなど基礎的な活動に

　加え、用排水路の補修や景観形成植物の植栽等

　の共同活動の支援

＊活性化施設の整備：2か所(H25)

＊農村コミュニティ支援：10地区(H25)

２　向上活動支援交付金

１　共同活動支援交付金

  １　山村等振興対策事業交付金

  ２　農村活力創出支援事業

  ３　農村活性化復興支援事業

　　事業主体　　市町村、集落組織等

　　補助率　　　 定額、1/2等

　農業の高付加価値化による所得の向上や美しい農

村景観の保全などを通じた農山村地域の活性化を

図るため、活性化施設等の整備や農村コミュニティの

維持につながる生産・交流活動等を支援します。

新
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

（＊は各事業の成果目標）

203,250

（補助公共事業一部再掲）

【環境・エネルギー自立地域創造】

３　研修会の開催

農地整備課

 FAX 026-233-4069 [ 170,397 ]

 E-mail nochi@pref.nagano.lg.jp

体験的食育推進事業費 2,702 　年間を通じた農業体験により、食を大切にする心

や自ら汗して働く大切さ、農作業の楽しさなどを学ぶ

「体験的食育」を推進するとともに、食育活動を行うボ

ランティアの育成や食育推進リーダーの活動を支援

します。

１　子ども農業体験活動支援事業

２　地域支援事業

事業主体

農業政策課

 FAX 026-235-7393 補助率 1/2以内

 E-mail nosei@pref.nagano.lg.jp

教育委員会事務局教学指導課 ＊食文化や地域の産物を活かし、時には新しい料理

 FAX 026-235-7495 [ 3,121 ]  　を作ることを実践する県民の割合

 E-mail kyogaku@pref.nagano.lg.jp   　 ：53.9%(H23)→55%以上(H25)

土地改良施設エネルギー

活用推進事業費

　農業水利施設が有する自然エネルギーを活用した

電力利用を促進するため、モデル施設（小水力発

電・太陽光発電）の設置と普及支援を実施します。

県、市町村、農業者団体、ＮＰＯ法

人等

※この他、平成24年度2月補正予算（経済対策分）に

   198,000千円を計上しています。

１　農業水利施設（用排水路等）を活用した小水力

　発電モデル施設の設置

２　農業水利施設（農業用貯水槽、揚水機場等）を

　活用した太陽光発電モデル施設の設置

＊小水力発電施設の建設着手 ：2か所(H25)

４　地域の合意形成や管理技術者の育成に対する

　支援
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林 務 部

※【　】は長野県総合５か年計画のプロジェクト関連事業

26,722

森林政策課

  FAX　026-234-0330 [26,918] *計画樹立地域（千曲川上流地域）：117,101ha（H25）

  E-mail　rinsei@pref.nagano.lg.jp

130,000

・事業主体　　 市町村

・補助率　 10/10以内、2/3以内

森林政策課 *間伐面積：22,000ha（H25）

  FAX　026-234-0330 [130,000]

  E-mail　rinsei@pref.nagano.lg.jp （森林づくり県民税基金活用事業）

754,508

【農山村産業クラスタ―形成】

【環境・エネルギー自立地域創造】

・事業主体　　 市町村等

・補助率　 定額

*林業経営団地の面積

信州の木振興課 　：〈累計〉32,000ha（H24）→59,000ha（H25）

  FAX　026-235-7364 [250,995]

  E-mail　ringyo@pref.nagano.lg.jp （森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

4,300

*フォレストコンダクター育成数：10人（H25）

信州の木振興課

  FAX　026-235-7364 [0]

  E-mail　ringyo@pref.nagano.lg.jp （森林づくり県民税基金活用事業）

事　業　名

予　算　額

[平成24年度当初予算額]

　　　　　（千円）

地域森林計画樹立事業費

　地域固有の課題に精通する市町村が行うきめ

細かな森林づくりの取組を支援するため、市町

村の独自性と創意工夫により事業展開するため

の経費に対して支援します。

　このうち、県民共通の財産である水源林を保全

していくため、市町村が公的管理を行うために水

源林を取得する取組を新たに支援します。

森林づくり推進支援金

林業再生総合対策事業費

　里山を活用した地域づくりから、森林管理、木

材の出荷・利活用にわたり、経営感覚を持ちなが

ら総合的な視野で指揮することのできる知識と技

術を有する人材を育成します。

信州フォレストコンダクター育成

事業費

【環境・エネルギー自立地域創造】

【農山村産業クラスタ―形成】

　低コストで効率的な木材生産により、持続可能

な林業経営を実現するため、まとまりのある一定

面積の森林を「林業経営団地」として設定し、団

地内における所有境界の明確化と林内路網の

整備を集中的に支援します。

事　　業　　内　　容

（*は各事業の成果目標）

　地域の特性に応じた森林整備方針や保全の方

法を明らかにするため、森林法に基づき、10年を

１期とする地域森林計画を樹立し、本県の森林

施策を計画的に行います。

新
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事　業　名

予　算　額

[平成24年度当初予算額]

　　　　　（千円）

事　　業　　内　　容

（*は各事業の成果目標）

3,000

・事業主体 区、集落、地区協議会等

・補助率　 10/10以内(定額)

信州の木振興課 *里山活動実施箇所数：10箇所（H25）

  FAX　026-235-7364 [0]

  E-mail　ringyo@pref.nagano.lg.jp （森林づくり県民税基金活用事業）

14,787

【農山村産業クラスタ―形成】

【環境・エネルギー自立地域創造】

信州の木振興課 *生産システム検証数：3種類（H25）

  FAX　026-235-7364 [0]

  E-mail　ringyo@pref.nagano.lg.jp （森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

5,368

【農山村産業クラスタ―形成】

【環境・エネルギー自立地域創造】

・事業主体　

・補助率 10/10以内(定額)

信州の木振興課県産材利用推進室 *素材生産量

  FAX　026-235-7364 [0] 　：329千㎥(H23）→330千㎥(H25）

  E-mail　mokuzai@pref.nagano.lg.jp （森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

12,500

・事業主体　自治組織、NPO等が組織する団体等

･補助率　　　10/10以内(定額)

信州の木振興課県産材利用推進室 *モデル地域創出数：5地域（H25）

  FAX　026-235-7364 [0]

  E-mail　mokuzai@pref.nagano.lg.jp （森林づくり県民税基金活用事業）

信州の木活用モデル地域支援

事業費

サプライチェーンセンター構築

事業費

【農山村産業クラスタ―形成】

未利用木材生産システム検証

事業費

里山利用総合支援事業費

　間伐材、特用林産物等の里山の多様な森林資

源を、地域が主体となって利活用することで、自

立的・自発的な里山管理につなげる先進的な取

組を支援します。

　大半が未利用となっている病害虫による被害材

や広葉樹等の森林資源を有効活用するため、伐

採から搬出に至る生産過程を検証し、低コストで

効率的な生産システムを構築することにより、信

州Ｆ・ＰＯＷＥＲプロジェクト及び健全な森林の持

続的な管理を推進します。

県、長野県森林整備加速化・

林業再生協議会

　信州Ｆ・ＰＯＷＥＲプロジェクトの推進により、持

続的に発展する競争力の高い林業・木材産業を

実現するため、製材工場等への木材の安定供給

に必要な需給情報を一元的に管理する「サプラ

イチェーンセンター（仮称）」を構築し、県内の木

材流通を改善します。

  身近な里山からの間伐材を有効に活用するた

め、地域が主体となって、薪などの木質バイオマ

スとしての利用や商店街等の木質化に取り組む

など、先進的なモデル地域を支援します。

新

新

新

新
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事　業　名

予　算　額

[平成24年度当初予算額]

　　　　　（千円）

事　　業　　内　　容

（*は各事業の成果目標）

2,500

・事業主体

・補助率 10/10以内(定額)

信州の木振興課県産材利用推進室 *信州木材認証製品出荷量

  FAX　026-235-7364 [7,820]   ：9,000㎥（H23）→11,000㎥（H25）

  E-mail　mokuzai@pref.nagano.lg.jp （森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

821,987

・事業主体 市町村等　

・補助率　 1/2以内

信州の木振興課県産材利用推進室 *公共事業における木材使用量

  FAX　026-235-7364 [63,484]   ：12,000㎥（H21～23平均）→14,000㎥（H25）

  E-mail　mokuzai@pref.nagano.lg.jp （一部 森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

232,603

・事業主体 市町村　、県

・補助率　 3/4以内、1/2

森林づくり推進課 *対象松林の被害区域面積率：70％以内の維持

  FAX　026-234-0330 [224,520]

  E-mail　shinrin@pref.nagano.lg.jp （一部 森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

1,296

森林づくり推進課

  FAX　026-234-0330 [0] *実行委員会の設置及び基本構想の策定（H25）

  E-mail　shinrin@pref.nagano.lg.jp

88,000

（野生鳥獣捕獲・管理事業）

*本事業によるニホンジカ捕獲頭数：6,000頭（H25）

森林づくり推進課野生鳥獣対策室

  FAX　026-235-7279 [60,000]

  E-mail　shinrin@pref.nagano.lg.jp 　（雇用基金活用事業）

松林健全化推進事業費

第67回全国植樹祭推進事業費

シカの効率的捕獲方法推進事

業費

信州の木と住まいの総合対策

事業費

長野県森林整備加速化・林業

再生協議会

　県産材需要を一層拡大するため、県産材を一

定以上利用し建築する木造公共施設の整備費

に対して助成します。

　住宅分野への県産材の需要拡大及び県産材

の認知度向上を図るため、県産材住宅のＰＲや

工務店・建築士を対象とした信州木の家推進員

の育成に対し支援します。

　平成28年度の第67回全国植樹祭の開催に向

け、実行委員会の設置・運営と基本構想の策定

などの準備を進めます。

　ニホンジカの捕獲を強化し、食害等の被害を軽

減するため、囲いわな等の新たな捕獲方法を検

証しながら、メスジカを中心とした集中的な捕獲

を実施します。

  県土の防災や景観上重要な役割を果たしてい

る松林を松くい虫被害から守るため、市町村が行

う被害木の駆除や薬剤による予防措置に係る経

費に対して助成します。

木造公共施設整備事業費

新
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事　業　名

予　算　額

[平成24年度当初予算額]

　　　　　（千円）

事　　業　　内　　容

（*は各事業の成果目標）

2,000

・事業主体 市町村等

・補助率 １/2以内

森林づくり推進課野生鳥獣対策室

  FAX　026-235-7279 [0] *地域の猟友会射撃場整備支援数：１施設（H25）

  E-mail　shinrin@pref.nagano.lg.jp

信州ジビエ活用推進事業費 8,716

【農山村産業クラスタ―形成】

*認証獣肉処理施設数

森林づくり推進課野生鳥獣対策室   ：0施設（H24）→４施設（H25）

  FAX　026-235-7279 [342]

  E-mail　shinrin@pref.nagano.lg.jp 　（一部雇用基金活用事業）

補助公共事業費 8,948,038

信州の木振興課

  FAX　026-235-7364

  E-mail　ringyo@pref.nagano.lg.jp

森林づくり推進課

  FAX　026-234-0330 [10,389,965]

  E-mail　shinrin@pref.nagano.lg.jp

県単独公共事業費 656,186

信州の木振興課

  FAX　026-235-7364

  E-mail　ringyo@pref.nagano.lg.jp

森林づくり推進課

  FAX　026-234-0330 [398,007]

  E-mail　shinrin@pref.nagano.lg.jp

（野生鳥獣保護管理体制整備

事業）

銃猟者育成射撃場整備支援事

業費

277,592

予算要求額

林　道 10,260

計

県単独公共事業費

区　分

治　山

1,094,055林　道

治　山 5,446,241

※造林事業は森林整備加速化・林業再生基金

   活用事業及び森林づくり県民税基金活用事業

   を含む

※造林事業は森林づくり県民税基金活用

   事業を含む

造　林 368,334

計 656,186

　狩猟者の高齢化等による減少で捕獲の担い手

が不足している中、有害鳥獣捕獲に従事する銃

猟者の確保・育成に資する民間射撃場の整備に

対し支援します。

※この他、平成24年度2月補正（経済対策分）に

   5,378,315千円を計上しています。

8,948,038

2,407,742

補助公共事業費

区　分 予算要求額

造　林

　信州ジビエのブランド化を目指し、信州産シカ

肉認証制度の構築や情報発信のための全国ジ

ビエサミット（仮称）の開催等により、シビエ振興を

総合的に推進します。

新
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※【　】は長野県総合５か年計画のプロジェクト関連事業

「道の駅」防災機能強化事業 30,000

［補助公共］

道路管理課

  FAX　026-235-7369 [29,000]

  E-mail michikanri@pref.nagano.lg.jp

2,800,000

［補助公共］　［県単独公共］

道路管理課

  FAX　026-235-7369 [2,400,000]

  E-mail michikanri@pref.nagano.lg.jp

無電柱化推進事業費

［補助公共］　［県単独公共］ 308,860

【農山村産業クラスター形成】

道路管理課

  FAX　026-235-7369 [358,840]

  E-mail michikanri@pref.nagano.lg.jp

9,395,358

［補助公共］［県単独公共］ 債務負担行為

(4,240,000)

道路建設課

  FAX　026-235-7391

  E-mail michiken@pref.nagano.lg.jp

道路管理課 ［9,272,605］

  FAX　026-235-7369

  E-mail michikanri@pref.nagano.lg.jp

都市計画課

  FAX　026-252-7315

  E-mail toshikei@pref.nagano.lg.jp

  大規模地震等の災害時に緊急輸送路を確保する

ため、道路の維持管理と建設の両面から、緊急輸

送路の整備を重点的に実施します。

  ・道路改築          40か所

　  （うち街路           ８か所）

  ・道路法面防災    41か所

　・橋梁耐震補強　   ４か所

緊急輸送路の防災対策強化

事業費

建  設  部

　災害等発生時において、緊急輸送路等に隣接す

る「道の駅」が果たす輸送物資の中継機能と共に、

情報アクセスポイントとしての防災機能を強化しま

す。

  ・「道の駅 花の里いいじま」（飯島町）

  安全で快適な歩行者通行空間の確保、良好な景

観、住環境の形成及び地震などの災害時における

電柱倒壊などの災害防止を図るため、無電柱化を

実施します。

  ・小諸駅前（小諸市）ほか２か所

　通学中の児童・生徒の悲惨な交通事故をなくす

ため、平成24年に実施した緊急合同点検結果に基

づき通学路の安全対策を実施します。

　主要地方道伊那辰野停車場線（辰野町）以下

  175か所

  　 ・歩道整備等　   　115か所

　   ・小規模安全対策　 60か所

 ※　この他、平成24年度2月補正予算（経済対策分）

    に 460,000千円を計上しています。

事　　　　業　　　　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

(＊は各事業の成果目標）

緊急合同点検における通学路

安全対策事業費
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事　　　　業　　　　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

(＊は各事業の成果目標）

高速交通網整備事業費 7,802,409

道路建設課

  FAX　026-235-7391 ［10,283,922］

  E-mail michiken@pref.nagano.lg.jp

地域高規格道路整備事業費 30,000

道路建設課

  FAX　026-235-7391 ［51,000］

  E-mail michiken@pref.nagano.lg.jp

道路見える化事業費 6,984,210

［補助公共］

債務負担行為

道路建設課 (1,520,000)

  FAX　026-235-7391

  E-mail michiken@pref.nagano.lg.jp

道路管理課   ・要対策箇所数 イライラ 18か所

  FAX　026-235-7369 ［5,946,940］ ハラハラ 10か所

  E-mail michikanri@pref.nagano.lg.jp   ・事業内容 道路改築

都市計画課 交通安全対策

  FAX　026-252-7315 街路整備 

  E-mail toshikei@pref.nagano.lg.jp

ダム建設事業費 2,300,000

［補助公共］

債務負担行為

(745,000)

河川課

  FAX　026-225-7069 ［2,300,000］

  E-mail kasen@pref.nagano.lg.jp

　渋滞損失時間や、死傷事故率等の客観的データ

に基づき、利用者の意見も反映させて抽出した要

対策箇所の「イライラ（移動性阻害）箇所」及び「ハ

ラハラ（安全性要対策）箇所」の解消を図ります。

１　北陸新幹線の整備促進

　　　鉄道・運輸機構、関係市町村と連携し、長野・

   金沢間開業に向け円滑な整備を促進します。

２　高規格幹線道路の整備促進

      国・関係市町村と連携し、県内の高規格幹線

   道路網の早期完成を促進します。

　　　・中部横断自動車道

　　　・三遠南信自動車道

　　　・松本波田道路

　地域高規格道路松本糸魚川連絡道路の整備に

向けた調査を進めます。

　浅川ダムの建設及び松川ダムの再開発を推進し

ます。
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事　　　　業　　　　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

(＊は各事業の成果目標）

広域河川改修事業費 2,414,922

［補助公共］

債務負担行為

(440,000)

河川課

  FAX　026-225-7069 ［2,560,000］

  E-mail kasen@pref.nagano.lg.jp

「わがまちの川」美化事業費 9,000

［県単独公共］

河川課

  FAX　026-225-7069 ［0］

  E-mail kasen@pref.nagano.lg.jp

8,452,000

［補助公共］

砂防課

  FAX　026-233-4029 ［7,807,000］

  E-mail sabo@pref.nagano.lg.jp

放射・環状道路整備事業費 3,004,837

［補助公共］

債務負担行為

(1,620,000)

都市計画課

  FAX　026-252-7315 ［3,429,750］

  E-mail toshikei@pref.nagano.lg.jp

危険な踏切解消事業費 461,350

［補助公共］

債務負担行為

(320,000)

都市計画課

  FAX　026-252-7315 ［370,880］

  E-mail toshikei@pref.nagano.lg.jp

　遮断時間の長い踏切や歩道が狭くて危険な踏切

について、道路と鉄道の立体交差化や歩車道拡幅

等により、交通渋滞や踏切事故の解消、及び歩行

者の安全性の向上を図ります。

　・出川双葉線（松本市）

　災害時要援護者・避難所をまもるため、ハード対

策とソフト対策が一体となった土砂災害対策を推進

します。

　・土砂災害防止法に基づき、土砂災害特別警

　　戒区域等の指定のため、地形、土石等の移動

　  の力等の調査（基礎調査）を実施します。

　・災害時要援護者関連施設や避難所をまもる

　　砂防施設の整備を促進します。

　 県民の生命・財産を水害から守るため、水系

一貫した計画的な河川改修を実施します。

　・奈良井川（松本市）以下13か所

 　河川愛護活動等との協働により、河川内支障木

の伐採等を行い、河川の機能維持を図ります。

　・県内一円30か所

　 放射道路や環状道路の整備により、市街地と高

速道路や郊外へのアクセス機能の向上、及び市街

地の通過交通に対するバイパス機能を高め、渋滞

緩和、交通円滑化を図ります。

 

　・高田若槻線（長野市）ほか４か所

災害時要援護者・避難所をま

もる総合的な土砂災害対策事

業費

新新
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事　　　　業　　　　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

(＊は各事業の成果目標）

10,500

［補助公共］

都市計画課

  FAX　026-252-7315 ［42,000］

  E-mail toshikei@pref.nagano.lg.jp

110,530

【環境・エネルギー自立地域創造】 債務負担行為

（29,500）

・新築・購入（基本助成額） 50万円/件、200件

住宅課 ・低炭素認定住宅加算額　 30万円/件、50件

  FAX　026-235-7486 ［105,030］

  E-mail jutaku@pref.nagano.lg.jp ＊認定低炭素住宅戸数 ：0戸(H24)→350戸（H25）

45,000

住宅課   ・移住促進リフォーム　　　　　20件

  FAX　026-235-7486 ［50,000］

  E-mail jutaku@pref.nagano.lg.jp     ：65,000㎥(H21)→80,000㎥（H25）

771,680

住宅課 16戸

  FAX　026-235-7486 ［794,142］

  E-mail jutaku@pref.nagano.lg.jp

※　この他、平成24年度2月補正予算（経済対策分）に

    78,403千円を計上しています。

1,913,335

住宅課

  FAX　026-235-7486 ［1,873,386]

  E-mail jutaku@pref.nagano.lg.jp

28戸

　公園施設の老朽化が進む一方で、公園利用者の

安全・安心を図りながら将来の改築に係るコストを

低く抑えるために、「公園施設長寿命化計画」を策

定します。

県営住宅管理事業費

  ・管理戸数　15,393戸

　県営住宅の修繕や保守点検、入居者の募集や

選考及び家賃の収納状況等の適切な管理を行

い、住宅に困窮する低所得者に低廉な家賃で賃貸

し、入居者の生活の安定を図ります。

　老朽化した県営住宅を建替やリフォーム等を実施

することにより、安全・安心な居住環境を提供しま

す。

・建替事業

県営住宅居住環境改善事業

費

　みすず台団地（上田市）

　継続　　（仮称）経塚団地（駒ヶ根市）

　地球温暖化防止及び県産木材の利用拡大、住

宅産業の活性化を促進するために、県産木材を活

用した既存住宅の省エネリフォーム（断熱改修工

事）に対して助成します。

  ・エコリフォーム 　　　　　　　185件

信州型エコ住宅推進事業費

公園施設長寿命化計画策定

事業費

信州型住宅リフォーム促進事

業費

　十分な省エネ性能を有する良質な木造住宅の普

及を図るため、省エネルギー化や県産木材の活用

に配慮した「信州型エコ住宅」の新築・購入に対し

て助成します。

  ふるさと信州・環の住まい助成金

　

　工事費の20％を助成（最大30万円）

・リフォーム事業

＊県産木材建築用材製品出荷量
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事　　　　業　　　　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

(＊は各事業の成果目標）

信州の景観育成支援事業費 1,434

【農山村産業クラスター形成】

建築指導課

  FAX　026-235-7331 ［1,099］

  E-mail kenchiku@pref.nagano.lg.jp

6,807

【農山村産業クラスター形成】

【誇りある暮らし実現】   ・ふるさと信州風景百選の発行

  ・農村景観育成の集いの開催

  ・視点場（ビューポイント）づくりへの補助

建築指導課 ＊風景百選の選定箇所数

  FAX　026-235-7331 ［6,303］     ：0か所(H24)→100か所（H25）

  E-mail kenchiku@pref.nagano.lg.jp

69,173

・耐震診断             1,782棟

・耐震改修                210棟

・耐震改修緊急支援     35棟

建築指導課

  FAX　026-235-7331 ［90,926］
※　この他、平成24年度2月補正予算（経済対策分）に

  E-mail kenchiku@pref.nagano.lg.jp
　 23,659千円を計上しています。

公共施設耐震対策事業費 3,004,223

債務負担行為

(1,546,098)

＊県有施設の耐震化率

施設課
    ：86.2%（H24)→88.2％（H25）

　ＦＡＸ　026-235-7477 ［2,687,784］

　E-mail shisetsu@pref.nagano.lg.jp

  美しく豊かな信州の農村景観を保全・育成し、世

界に誇れるものとするため、「信州らしさ」と「ふるさ

と」を実感できる風景づくりを進めます。

　「県有施設耐震化整備プログラム」に基づき、県

有施設の耐震改修を計画的に実施します。

  ・耐震改修工事　　　 　10施設14棟

　　　継続：県庁本館棟・議会棟、飯田合同庁舎等

  　　新規：上田合同庁舎、伊那合同庁舎

　景観の保全や地域特性を活かした魅力ある景観

づくりを推進するため、地域景観の保全などを担う

人材の育成や、景観に対する関心を一層高めるた

めの取組などを支援します。

　・地域景観協議会の運営

　・景観育成住民協定の認定

　・地域景観リーダー研修会

　・修景補助

　「長野県耐震改修促進計画」に基づき、住宅や避

難施設となる建築物及び多数の者が利用する特定

建築物などの耐震診断・耐震改修を促進します。

住宅・建築物耐震改修促進事

業費

世界に誇る信州の農村景観育

成事業費
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事　　　　業　　　　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

(＊は各事業の成果目標）

854

建設政策課

  FAX　026-235-7482 ［958］

  E-mail kensetsu@pref.nagano.lg.jp

補助公共事業費（再掲） 46,719,628 　

債務負担行為

(16,230,763)

建設政策課

  FAX　026-235-7482 ［46,719,628］ ※ この他、平成24年度2月補正予算（経済対策分）

  E-mail kensetsu@pref.nagano.lg.jp に 16,749,452千円を計上しています。

県単独公共事業費（再掲） 16,056,123 　

債務負担行為

(1,740,000)

建設政策課

  FAX　026-235-7482 ［16,056,256］

  E-mail kensetsu@pref.nagano.lg.jp

区   分 H25年度予算額

道路管理課 8,992,670千円

合 計 16,056,123千円

河 川 課 1,925,641千円

砂 防 課 464,235千円

724,522千円都市計画課

4,934,817千円

9,736,473千円

都市計画課

砂  防  課 10,219,444千円

道路建設課 3,949,055千円

合 計 46,719,628千円

区 分

道路建設課 15,551,998千円

河  川  課 6,276,896千円

H25年度予算額

　意欲と熱意ある建設企業が活躍できる環境整備

を進めるため、優良技術者・若手技術者の表彰や

新技術・新工法の活用促進などにより、建設産業に

おける技術力の向上を支援します。

  ・優良技術者・若手技術者の表彰

  ・新技術・新工法の活用支援

建設産業技術力向上支援事

業費

道路管理課
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部　局　名 ： 警　察　本　部

（千円）

  大規模災害対策強化事業費 570,413

債務負担行為

　警備第二課・会計課 ほか (564,851)

　 FAX 026-232-1110 ［ 46,373 ］

 　E-mail police-kaikei@pref.nagano.lg.jp

  交番・駐在所再編整備事業費 214,504

　地域課・会計課

　 FAX 026-232-1110 ［ 141,906 ］

 　E-mail police-kaikei@pref.nagano.lg.jp

  交通安全施設整備事業費 1,501,347

　交通規制課 ： 13,392人(H24)→12,100人以下(H25)

　 FAX 026-232-1110 ［ 1,439,665 ］

 　E-mail police-kotsukisei@pref.nagano.lg.jp

  適正捜査推進事業費 4,568

　刑事企画課

　 FAX 026-232-1110 ［ 0 ］

 　E-mail police-keijikikaku@pref.nagano.lg.jp

  県民のための警察推進事業費 22,313

　警務課・生活安全企画課

　 FAX 026-232-1110 ［ 21,983 ］

 　E-mail police-keimu@pref.nagano.lg.jp

  警察官増員経費 20,035

　警務課

　 FAX 026-232-1110 ［ 15,769 ］

 　E-mail police-keimu@pref.nagano.lg.jp

　県民の立場に立ち、被害等の不安に困り苦し

む人に応えるため、警察安全相談体制を強化し

ます。

＊ 警察安全相談の組織的管理による不適正事案の

　  絶無

＊ 交番・駐在所再編整備を推進し、地域の治安基盤

　  機能を強化

　県民の安全・安心を図り、適正な事件捜査を

実施するため、真実の究明と的確な犯人検挙・

処罰に欠くことのできない証拠品の適正管理を

推進します。

＊ 証拠品管理に起因する不適正捜査の絶無

　サイバー空間における違法・有害情報に対す

る取締りの強化及び暴力団対策強化のため、警

察官９名を増員します。

＊ サイバー空間の安全確保と暴力団組織の弱体

　  化・壊滅

　通学児童や高齢者を交通事故から守るため、

交差点の歩車分離化や信号機のLED化など、

安全で円滑な交通環境の整備を推進します。

＊ 交通事故死傷者数

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額］

　有事即応体制を維持し、地域安全センターと

しての交番・駐在所機能強化を図ります。

　大規模な災害に備え、災害対策拠点である警

察施設（松本警察署）の強化や、捜索・救助活

動のための装備資機材を整備するなど、災害警

備対策を推進します。

＊ 県民を守るゆるぎない体制の確立と災害発生時に

　  おける即時対応

※ この他、平成24年度２月補正予算（経済対策分）に

　  111,264千円を計上しています。

事　　業　　内　　容

（＊は各事業の成果目標）

新
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部　局　名 ： 教育委員会

※【　】は長野県総合５か年計画のプロジェクト関連事業

（千円）

4,814,400

【教育再生】

義務教育課

 FAX 026-235-7494 [ 4,600,200 ]

gimukyo@pref.nagano.lg.jp

11,656

【教育再生】

教学指導課

 FAX 026-235-7495 [ 5,850 ]

kyogaku@pref.nagano.lg.jp

情報通信技術（ＩＣＴ）を活用 32,980

した確かな学力育成事業費

【教育再生】

教学指導課

 FAX 026-235-7495

kyogaku@pref.nagano.lg.jp

特別支援教育課

 FAX 026-235-7459 [ 0 ]

tokubetsu-shien@pref.nagano.lg.jp

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

活用方法選択型教員配置

事業費

　30人規模学級編制や学習習慣形成支援、少人数学

習集団編成、不登校等児童生徒支援など、小・中学校

や市町村教育委員会の判断で活用方法を選択する事

業方式による教員配置を行うことにより、児童・生徒一人

ひとりに応じたきめ細かな指導を行い、学習習慣の確立

と基礎学力の定着を図ります。

　・「中学校30人規模学級編制」を「少人数学習集団

　　編成」との選択制により、中学校3学年に拡大（新

    たに配置する教員64人）

*全国学力・学習状況調査結果において、基礎的・基本

的な内容の定着度が全国平均より高い児童生徒の割

合：小学生61.8%、中学生56.5%（H23）

        →小学生 62.1％、中学生 56.8％（H25）

*小・中学校における不登校児童生徒在籍率：

  1.14%（H23）→1.12％（H25）

「未来を拓く学力」の向上推

進事業費

 子どもたちの学力の向上を図るため、平成25年度に悉

（しっ）皆で行われる全国学力・学習状況調査等の結果

を基に授業改善を図ります。

　また、教員の指導力向上による授業の質的向上を目

的とした校内研修の支援や、英語中核教員を養成する

ための研修を行います。

　・子どもの学びを基にした指導改善支援事業

　・校内研修活性化支援事業

　・英語コミュニケーション力アップグレード事業

　・教員研修体系策定事業

　*学習したことを実生活の場面に活用する力が全国

　 平均より高い児童生徒の割合：

　　 小学校58.0%、中学校53.8%（H24）

　　    →小学校58.2％、中学校54.0％（H25）

　*中学卒業時に英検３級レベルに達する生徒の割合：

　　 19.8%（H23）→21.0％（H25）

　ＩＣＴを活用した学習スタイルの普及を図るため、「長野

県版デジタル教材」の開発の研究を行うとともに、教員

のＩＣＴ活用指導力を向上させるため、研修の充実を図

ります。

　特別支援学校においては、教育環境の充実を図るた

め、タブレット端末を整備します。

・ＩＣＴ推進研究委員会の設置

・タブレット端末の整備（特別支援学校12校、93台）

　*教員が授業中にＩＣＴを活用して指導する能力：

　　高校58.8%、中学62.0%（H24）→

　　　　　　　　　高校59.0％、中学63.0％（H25）

新

新

新

拡
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

キャリア教育支援事業費 25,208

【教育再生】

【次世代産業創出】

【雇用・社会参加促進】

【活動人口増加】

教学指導課

 FAX 026-235-7495 [ 22,266 ]

kyogaku@pref.nagano.lg.jp

595

【教育再生】

【健康づくり・医療充実】 ・

・ 「体つくり運動」実技講習会の実施

スポーツ課

 FAX 026-235-7476 [ 2,116 ]

 sports-ka@pref.nagano.lg.jp

学校・家庭・地域全体で取り 574

組む食育推進事業費

【健康づくり・医療充実】

保健厚生課

 FAX 026-234-5169 [ 734 ]

hokenko@pref.nagano.lg.jp

　 長野県キャリア教育ガイドラインに基づき、地域社会

や産業界が学校を支援する仕組み（プラットフォーム）を

構築し、幼保・小・中・高一貫した体系的なキャリア教育

を推進します。

　・産学官の諸機関・団体が参加する「キャリア教育支

   援センター」による施策推進

　・キャリア教育カリキュラムを改革する高校を重点的

   に支援

　・進路目標が明確でない高校生、学校生活に悩みや

   不適応傾向のある高校生を支援するため、

   自立支援コーディネーターを配置

  ・就業体験の支援

　・高校生が将来家庭を築き子どもを産み育てることに

   夢を持てるよう、子どもと触れ合う機会を増やし、子育

   て理解教育を推進

　

　＊「就きたい職業がイメージできる」と答える高校生

　　（高1）の割合：61.7%（H24）→64.0%（H25）

　＊乳幼児触れ合い体験を実施する高校数：

　　 20校（H24）→25校（H25）

（一部　雇用基金活用事業）

長野県版「運動プログラム」

普及事業費

　体力向上に向けた県民の意識を高め、子どもたちに

体を動かすことの楽しさやスポーツの魅力を伝え習慣化

のきっかけをつくるとともに、指導者の養成など児童生

徒の体力運動能力の向上を図ります。

「運動遊び」普及定着のための長野県版「運動プロ

グラム」研修会の実施

　 子どもたちに正しい食事のとり方や望ましい食習慣を

身に付けさせ、心身ともに健全な発達を促すため、栄養

教諭の指導力向上などにより、家庭、地域との連携のも

と、学校における食育を一層推進します。

・栄養教諭の研修、活動支援

・児童生徒の食に関する実態調査の実施

*毎日朝食を食べる児童生徒の割合：

  小学6年 91.2％(H24)→93.0％(H29)

  中学3年 85.1％(H24)→87.0％(H29)

*体力合計点の全国順位：

               31位（H22）→10位台（H29）

*体力合計点：

             49.1点（H22）→51点台（H29）

  （全国体力・運動能力、運動習慣等調査）

新

新

新

新
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

867

【教育再生】

教育総務課

 FAX 026-235-7487

kyoiku@pref.nagano.lg.jp

教学指導課

 FAX 026-235-7495 [ 0 ]

kyogaku@pref.nagano.lg.jp

高等学校施設整備等事業費 3,155,484

債務負担行為

（3,004,996）

高校教育課

 FAX 026-235-7488

koko@pref.nagano.lg.jp [ 3,063,549 ]

特別支援学校整備事業費 312,490

債務負担行為

（372,463）

特別支援教育課

 FAX 026-235-7459 [ 1,322,653 ]

tokubetsu-shien@pref.nagano.lg.jp

１　高等学校再編施設整備事業（2,535,181千円）

　　高等学校の再編及び中高一貫校の設置に伴

　い、校舎等を整備します。

　　・建設工事等　６校

２　高等学校施設整備事業（307,878千円）

　　老朽化している校舎や体育施設の改築を計画

　的に行います。

　　・地盤調査、設計、建設工事　７校

　*県立高等学校耐震化率：84.5%（H24）

　　　　　　　　　　　　　　　　→86.6％（H25）

３　高等学校校舎等維持補修事業（312,425千円）

　　施設の長寿命化を図るため、校舎等の屋根

　改修等を計画的に行います。

　

　「教員の資質向上・教育制度あり方検討会議」からの

提言（平成25年３月予定）を受け、行動計画に基づいて

教育委員会が行う取組をフォローアップするとともに、新

たな研修体系を検討するため、外部の有識者等による

委員会を設置する。

　

　・教員の資質向上・教育制度改善フォローアップ委

　員会（仮称）

　・教員研修体系策定会議（仮称）

教員の資質向上・教育制度

改善事業費

(「未来を拓く学力」の向上

推進事業一部再掲）

１　長野地区特別支援学校再編整備事業（162,904千円）

  　 「長野地区特別支援学校再編整備計画」に基づき、

　長野ろう学校校舎の老朽化や知的障害の児童生徒の

　増加などの課題に対応した施設整備を行い、教育環境

　の向上を図ります。

　　・寄宿舎建築工事等

　　・新校舎開校予定　平成25年４月

２　伊那養護学校厨房改修事業（103,031千円）

　　児童生徒の増加に対応するため、食堂厨房施設

　の改修を行います。

３　特別支援学校施設計画整備事業（46,555千円）

　　児童生徒の教育環境の整備を図るため、老朽施設

　の改修を計画的に実施します。

　　・改修工事等　7か所
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

少子・人口減少社会に対応 816

した新たな学校づくり支援

事業費

【教育再生】

義務教育課

 FAX 026-235-7494 [ 0 ]

gimukyo@pref.nagano.lg.jp

5,775

学校ネットパトロール事業費

教学指導課心の支援室

 FAX 026-235-7495 [ 0 ]

kokoro@pref.nagano.lg.jp

963

教学指導課心の支援室

 FAX 026-235-7495 [ 0 ]

kokoro@pref.nagano.lg.jp

スクールカウンセラー事業費

126,572

教学指導課心の支援室

 FAX 026-235-7495 [ 125,607 ]

kokoro@pref.nagano.lg.jp

20,437

教学指導課心の支援室

 FAX 026-235-7495 [ 12,830 ]

kokoro@pref.nagano.lg.jp

　本格的な人口減少期の新たな小・中学校のあり方に

ついて検討会議を設置して、市町村とともに検討しま

す。

*指針等の策定：１件

　インターネットを介した犯罪や「ネットいじめ」の被害か

ら児童生徒を守るため、掲示板･ブログ等の監視を行い

ます。

・公立中・高等学校を対象に検索・監視：６回/年

・公立小学校を対象に実態調査等：１回/年

・教職員対象に研修会の実施

(雇用基金活用事業）

　いじめ等生徒指導上の問題解決を図るため、外部有

識者からなる「いじめ等学校問題支援チーム」を組織

し、学校に対して専門的な助言や問題解決に向けた支

援を行います。

 ・構成員　医師、弁護士、臨床心理士等

 ・ケース検討会、緊急派遣等の実施

いじめ等学校問題支援チー

ム事業費

　児童生徒の悩みに対して適切かつ迅速に対応し、児

童生徒が安心して学習に取り組むことができるようス

クールカウンセラー（臨床心理士等）を配置し、学校内

における教育相談体制の充実を図ります。

*小・中不登校児童生徒在籍比率：

　　　1.14%（H24）→1.12％（H25）

 （一部　自殺対策緊急強化基金活用事業）

スクールソーシャルワーカー

活用事業費

　不登校や様々な課題を抱える児童生徒を支援するた

めスクールソーシャルワーカーを配置し、社会福祉等の

関係機関との調整を行いながら、児童生徒を取り巻く環

境の改善を図ります。

・スクールソーシャルワーカーの増　5人→8人

・配置時間の増　2,490H→4,426H

*関係機関との連携ケース会議実施件数：

　　　260件（H24）→300件（H25）

新
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

こどもの権利支援事業費

6,996

【教育再生】

教学指導課心の支援室

 FAX 026-235-7495 [ 3,215 ]

kokoro@pref.nagano.lg.jp

3,984

文化財・生涯学習課

 FAX 026-235-7493 [ 0 ]

bunsho@pref.nagano.lg.jp

62,160

特別支援教育課

 FAX 026-235-7459

tokubetsu-shien@pref.nagano.lg.jp

義務教育課

 FAX 026-235-7494

gimukyo@pref.nagano.lg.jp

高校教育課

 FAX 026-235-7488 [ 37,185 ]

koko@pref.nagano.lg.jp

　いじめ・体罰などの子どもの権利侵害への救済及び防

止を図るため、こどもの権利支援センターを設置し、子

ども・学校・家庭・地域の間を仲介、調整するとともに、い

じめ・暴力・不登校の経験者を講師として学校に派遣し

ます。

・電話相談員の配置　２人

*電話相談の問題改善率：

　　　80％（H24）→80%（H25）

（一部　雇用基金活用事業）

　自然体験活動や不登校児童生徒支援に対応できる

人材を育成するとともに、年３回のキャンプを実施するこ

とにより、自然体験活動を通じた不登校の未然防止と不

登校児童生徒支援の充実を図ります。

*信州自然体験活動サポーターの養成：50人（H25）

*不登校児童生徒の参加割合：30％（H25）

信州ふれあい自然体験キャ

ンプ事業費

　発達障害等のある児童生徒が個々のニーズに応じた

教育をできる限り同世代の友と共に受けられ、将来の社

会自立の力をつけることができる教育システムを構築し

ます。

１　特別支援教育総合推進事業（994千円）

　　通常学級における児童生徒の教育的ニーズに応

  じた校内体制の構築と授業改善等の実践研究を行

  います。

  ・モデル研究校　小学校４校

  ・通級指導教室の拡充　小学校10教室（H24）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→13教室（H25）

２　発達障害児等総合支援事業（9,220千円）

    外部人材を活用し、支援を必要とする生徒が多

 数在籍する高校を支援するとともに、発達障害に関

 する教師の支援力を向上させる研修を開催します。

  ・高等学校特別支援教育支援員の配置　４人

  ・発達障害支援力アップ出前研修等の開催

３　センター的機能充実事業（41,592千円）

　　特別支援学級の支援力の向上を図るため、特別

 支援学校の自立活動担当教員を増員し、校内の

 自立活動の指導の充実を図るとともに、地域の小

 中学校特別支援学級へ出向き巡回相談支援を実

 施します。

　・自立活動担当教員増員数　８人

４　就学相談体制整備事業（10,354千円）

　　障害のある児童生徒の適切な就学を促進するた

 め、市町村教育委員会が行う障害のある児童生徒

 の就学相談及び小中学校が行う校内就学相談に

 関するスキルアップと、特別支援学級の適切な運

 営を支援します。

　・特別支援教育推進員の配置　４人

　・特別支援学級運営・指導に関する基本指針の

   作成

※予算額は自立活動担当教員増員分人件費を含む。

インクルーシブ教育システム

構築事業費
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

20,769

特別支援教育課

 FAX 026-235-7459 [ 0 ]

tokubetsu-shien@pref.nagano.lg.jp

2,500

【教育再生】

文化財・生涯学習課

 FAX 026-235-7493 [ 0 ]

bunsho@pref.nagano.lg.jp

文化財保存修理及び防災

事業費 61,179

【誇りある暮らし実現】

文化財・生涯学習課

 FAX 026-235-7493 [ 40,000 ]

bunsho@pref.nagano.lg.jp

競技力向上事業費 105,358

・

・

・

・

・

・

スポーツ課

 FAX 026-235-7476 [ 104,358 ]

sports-ka@pref.nagano.lg.jp

 　公民館等が実施する地域課題に関する講座の開催

を支援することにより、県民が地域課題の学びを通じ

て、地域活動・地域づくりに参加するきっかけづくりを行

い、社会教育の活性化を図ります。

 

*地域課題をテーマとした講座の実施：6市町村（H25）

公民館等による地域課題講

座開催支援事業費

　県民の共有財産である文化財の適切な保存・活用を

図り後世に継承するため、所有者等が行う文化財の修

理・防災に要する費用の一部を助成します。

　

　・事業主体  文化財所有者等

　・補助率  　 国指定文化財：国庫補助残の1/2以内

                   県指定文化財：事業費の2/3以内

*文化財修理等補助件数：38件（H24）→46件（H25）

　国民体育大会等全国大会で活躍が期待される県内選

手の育成・強化、指導者の養成及び練習環境の整備等

により競技力の向上を図ります。

特別支援学校分教室設置

事業費

　 ノーマライゼーションの理念に基づき、障害のある子

どもと障害のない子どもが地域で共に学ぶことができる

教育環境づくりを進めるため、特別支援学校の高等部

分教室を設置します。

　・小諸養護学校高等部（臼田高校）　３教室

　・分教室開設予定　平成26年４月

競技団体が実施する競技者の育成・強化、指導者

養成への支援

北信越国体での出場権獲得の可能性が高い競技

種目への集中的な強化等への支援

国際舞台で活躍する次世代のトップアスリートの育

成への支援

選手のコンディショニング調整等のマルチサポート

ジュニア選手への育成支援

未来を担う競技者の発掘・育成

　・事業主体　　競技団体　等

　・補助率　 　　 １/２以内　等

*国体総合成績:

　　　　17位（H24）→15位以内（H29）

*国体等におけるｼﾞｭﾆｱ入賞数:

　　　　169人・団体（H23）→200人・団体（H29）
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（千円）

事　業　名

予　算　額

［平成24年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は各事業の成果目標）

26,961

・

・

スポーツ課 ・

 FAX 026-235-7476 [ 22,157 ]

sports-ka@pref.nagano.lg.jp

山岳遭難防止対策推進事

業費

　 全国一の山岳観光県として、遭難の未然防止は重要

な課題（平成24年遭難件数254件は過去最高を記録）と

なっているため、「ふるさと信州寄付金」等を活用した遭

難防止対策活動を推進します。【農山村産業クラスター形成】

未組織登山者対策の実施（啓発用ＤＶＤの作成、

大都市部における講習会の開催等）

※未組織登山者とは山岳会等に属さない登山者のこと

登山者への啓発活動及び遭難事故多発地域のﾊﾟﾄ

ﾛｰﾙ等

山岳遭難対策用無線機の計画的更新（H25：30台）
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